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研究ノート

いわゆる「国際環境法」の誕生について

坂本尚繁＊

Summary 

Today, international environmental law has been generally regarded as one branch of 

international law and is recognized to contain new principles and concepts such as the precauｭ

tionary principle or sustainable development. Many authors point out that this new branch of 

international law includes many specific features in its sources, obligations, means of impleｭ

mentation, and so on. On the contrary, some authors insist that international environmental 

law has not entirely matured as a special field of international law; alternatively, others sugｭ

gest that there be a newer branch of international law such as “internat ional law in the field 

of sustainable development .” Why is this th巴 case? An examination of the circumstances perｭ

taining to the birth of "international environmental law” may be significant for an investigaｭ

tion of this question. 

Chapter 2 examines two current theories as to international environmental law. Some 

authors, such as Alexandre Kiss and Dinah Shelton or Harald Hohmann, suggest that internaｭ

tional environm巴ntal law aims to protect the entire biosphere, and its primary principle is that 

of pr巴vention or the precautionary principle. Other authors, such as Patricia W. Birnie and 

Alan E. Boyle, suggest that international environmental law refers to the entire corpus of inｭ

ternational law, public and private, relevant to environmental issues or problems. In this latter 

view, international environmental law may be regard巴d as not having own its objective and 

primary principle. Why has this difference arisen? Furthermore, what does this difference 

mean? 

Chapter 3 examines the international law relevant to environmental problems prior to 

the 1972 Stockholm Conference. In this period, several principles and rules of international law 

that are now r巴cognized as principles and rul巴S of international environmental law were alｭ

ready in existence. However, these principles and rules did not intrinsically aim to protect enｭ

vironment. For instance, the 1966 Helsinki Rules did not prohibit harm or pollution per se, 

but tr巴ated it as one factor needed to arrive at an equitable and reasonable utilization; furｭ

ther, the 1954 London Convention on Prevention of the Pollution of the Sea by Oil did not enｭ

tirely prohibit discharges of oil from ships at sea. Each norm was adopted for different 

purposes and d巴alt with issu巴s from different perspectives. Moreover, in those days, authors 

treated these norms within the framework of the law of international watercourses or the 

Law of the Sea, not international environmental law. Furthermore, in this period, these 

authors did not assume the existence of the branch of international law now called 
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"international environment law” at all. 

Chapter 4 examines the formation of international environmental law in the 1970s. 

After the 1972 Stockholm Conference, authors came to use the concept of international enviｭ

ronmental law and, accordingly, to examine this new branch of international law. They also 

investigated its principl巴s, relevant concepts, and new approaches and supposed that the unity 

of environment entailed the unity of international environmental law; that is to say, it was 

necessary to manage the biospher巴 as a who！日 by adopting an integrated approach. However, 

th巴 unity of the environment only meant that as a scientific fact, environmental elements, 

such as the land, rivers, oceans, atmospher巴， were 巴cologically interrelated, and this scientific 

fact did not define why all environmental problems could be regulated integrally by internaｭ

tional environmental law. Additionally, the 1972 Stockholm D巴claration on the Human 

Environment did not provide any firm basis to the int日grated approach to international enviｭ

ronmental law. 

In conclusion, at the least, the early international environmental law did not underlie 

th巴 systematism of international environm巴ntal law. The divergence in opinion between recent 

authors might stem from this fragile basis of international environmental law as a legal sys一

回m . It is important to take this problem into account in the theoretical examination and 

analysis of international environmental law as a special fi巴ld of international law. 

はじめに

今日、国際環境法と称される国際法の一分野の

存在は、ほぼ学説・実行を通じて既に定着してい

ると言っ ていいであろう 。 まず学説では、代表的

な国際法の体系書の多くが、独立の章を設けてこ

の分野の記述に 当 てている 。 例えば、 Evans

(ed.）は 22章「国際環境法」l、 Shaw は 15章「国

際環境法」2、 Cassese は 23 章「環境の保護」3、

Brownlie は 13 章 「環境保護の法的側面」＼ 小寺

彰・岩沢雄司・森田章夫（編）は 14 章「国際環

境法」5、 Lli本草二第3部第 3章「国家の国際責任」

の中の第 5 節 「国際環境の保護」を6、それぞれ

国際環境法と呼ばれる分野の記述に当てている。

また、国際環境法を専門に扱った体系書が、

Birnie and Boyle¥ Kiss and Shelton8、 Sands9、

あるいは日本では水上千之・西井正弘・臼杵知史

などによって著されている 10。 これらの著作は、

この国際環境法といわれる分野の法構造・規律内

容を体系的に明らかにすることに取り組んだもの

であり、この分野が独自の原則や方法論を持つ、

法的に意味のある法領域を形成するものと捉えら

れていることを示している。さらに、国際環境法

を主題とする幾つかの学術雑誌も既に定期的に刊

行されており、国際環境法という法の研究が一定

の独自性を持つ学問領域として発展している こと

を示唆している 110

このような一つの法領域としての国際環境法の

存在は、実際の国際実行においても確認できる。

例えば、国際司法裁判所のガブチコヴォ・ナジュ

マロシュ事件では、ハンガリーが自らの主張の根

拠のーっとして、国際環境法の新たな規範の発展

を挙げておりヘ 特に、予防原則による損害防止

の対世的義務の存在を主張した九さらに核兵器

使用の合法性事件でも、ジュネーブ条約第 1追加

議定書 35 条 5項などとともにリオ宣言 ・スト ッ

クホルム宣言を根拠とした、核兵器の使用は環境

保護の規則に違反すると L、う主張が展開されてい

る九これに対して勧告的意見も、「環境が抽象的

な存在ではなく、生まれていない世代を含む人聞

の生活空間、生活の質及び健全な状態そのものを

意味すること」を認め、 「管轄権と管理の範囲内

の諸活動が他国の環境又は国家の規制を越えた地

域の環境を尊重するように確保すべき諸国の一般

的な義務の存在は、今や環境に関する国際法の総

体の一部分である」と述べておりヘさらに武力
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紛争時であっても環境を考慮する必要があるとし

て、リオ宣言を引用している九 これは、「環境」

が法的に意味のある対象であり、「環境」を尊重

する国際法の義務が既に確立したことを意味して

いる。

また、国際環境法という法領域の存在は、国際

法委員会における議論においても確認できる。例

えば 「共有天然資源」 に関する審議において、予

防原則はリオ宣言ほか様々な国際文書や条約に含

まれており、確立した国際環境法の原則であるか

ら草案に挿入される必要があるとの主張がなされ

た九 さらに「ライアビリティ」に関する最近の

議論でも、随所で国際環境法の新たな発展が考慮、

されるべきものとして扱われている九

このように、国際環境法という法領域が何らか

の意味を持つものとして国際法の世界に存在して

いるという認識は、学説・ 実行いずれにおいても

ほぼ定着していると考えられる。 しかし、この国

際環境法が本当に固有の原則、アプローチを持ち、

法的な意味を持つ段階にまで成熟しているかにつ

いては疑念がある。

国際環境法の成熟性についての疑念を示唆する

ものとして、第一に、国際環境法の定義の問題が

ある。 国際環境法を構成するとされる具体的内容

はどの学説もほぼ共通しているにもかかわらずへ

国際環境法の歴史や原則、目的などの国際環境法

の総論的問題を扱う学説であっても、国際環境法

を明確に定義している学説は多いとはいえない。

Brownlie のように、国際環境法の表現を避けて

いる学説も存在する九

実際に国際環境法が定義される場合も、その定

義は、それぞれの論者の国際環境法像を反映して、

多様である。 その中で、 Sands の 「国際環境法は、

環境の保護を主たる目的とする国際法の実体的・

手続的・制度的規則から構成される」2 1 という定義

に代表されるような「環境の保護を目的とする国

際法」という定義が比較的多い九 さらに「環境」

を要とした定義として、 Birnie and Boyle の

「国際環境法とは、環境問題に関連する公法およ

び私法の双方を含む国際法の総体」 という定義も

ある 230 この定義の射程は Sands などのそれより

もさらに幅広いが、このことは次章で見る Birnie

and Boyle の国際環境法像と深く関わっている。

ここで、 Sands のように国際環境法を「環境の

保護を目的とする国際法」と捉えるならば、「環

境」の概念が問題になる。環境の概念をどう捉え

るかにより、 一見同じ定義であっても、その具体

的な内容、射程、あるいはアプローチが変わって

くることになるからである。しかし、多くの学説

は環境の定義を明らかにはしておらず、むしろ環

境を定義することの困難を指摘しておりヘ 結果、

国際環境法の具体的内容は、定義からは明確には

なっていない。 学説のみならず、条約や国家実行

などでも環境の確立した定義は成立するに至って

いない九 さらに環境の概念の効果・位置付けに

ついても確立した学説や実行はない。

他方、上の定義に比べて、より具体的な内容を

示している定義もある。 例えば山本草二は「国際

社会ないし地球全体を国際的な単一の単位として

とらえ、人類全体の連帯という理念に基づいて、

環境の侵害 ・危険の防止と減少さらには人間の生

存基盤の保全を対象として取られる諸措置の総体

をいう」と定義しておりへ Kiss and Shelton は

「国際環境法は、地球上の生物・非生物的要素お

よびその生態学的過程の保護を目的とする何百も

のグローパルおよび地域的な規則から構成される」

と定義 している 270 ここで Kiss and Shelton は、

国際環境法の目的を、「生物園を大規模な破壊か

ら保護すること」と捉えておりへ このことから、

Kiss and Shelton のいう「地球上の生物・非生

物的要素およびその生態学的過程の保護」 とは

「生物圏の保護」 を意味していると考えられる問。

これらの定義が国際環境法の目的や保護対象の性

質をより具体的に明示しているにもかかわらず、

既出の 「環境の保護を目的とする国際法」 という

種類の定義が用いられる場合が少なくないのは、

何故なのだろうか。

第二に、国際環境法の成熟性に対し、学説の側

から直接的に疑問が提示されている。兼原敦子は、

国際環境法が最も根源的な概念であるはずの環境

について確固たる法益内容や性質の確立を欠くこ

と、持続可能な開発といった「観念」 や新たな権

利その他の概念に翻弄されていることなどから、

国際環境法は国際法の「法」 の世界に到達しない
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と批判している九 この批判によれば、国際環境

法は原則・規則からなる秩序を形成し、特有の性

格を持つ法体系として一般的に捉えられているに

もかかわらず、その基礎が不十分であり、独自の

法領域としての実質を欠いているということにな

る 。

第三に、近年では、このような国際環境法に替

わりうる新たな法枠組の提示も試みられている。

すなわち、従来は当然国際環境法に属すると考え

られてきた環境に関する諸問題を扱う国際法につ

いて、 「持続可能な開発の国際法」の概念が用い

られる場合がある。 この最近提唱されるようになっ

た概念は、条約など具体的構成要素については国

際環境法と重複する面はあるが、異なる法領域と

される。 具体例としては、国際環境協定には環境

の保全 ・保護、持続可能な利用 ・持続的な経済成

長の二つの目的があることを指摘し、前者を国際

環境法、後者を持続可能な開発の国際法とする

Segger and Khalfan や31、持続可能な開発の国

際法は国際環境法とは分離された法分野、少なく

とも国際環境法の支部門として存在すると結論す

る Atapattu32、さらに Sands などの議論がある3\

他にも French が、「持続可能な開発の国｜療法」

自体には懐疑的だが、持続可能な開発の概念の法

的意義は狭義の国際環境法を越えるとしている九

このような新たな法枠組の提示は、従来の国際環

境法の概念では解決できない新たな問題が生じた

か、あるいは現状の国際環境法自体に何らかの問

題点が含まれていることを示唆している。

この 「持続可能な開発の国際法」の概念を用い

ているのは学説にとどまらなし、。 リオ宣言の原則

27 が 「各国及び国民は、この宣言に表明された

原則の実施及び持続可能な開発の分野における国

｜療法の一層の発展のため、誠実に、かっパートナー

シップの精神で協力しなければならなし，J と規定

するほか話、アジェンダ 21 においても 「持続可能

な開発の国際法」 の発展の必要などが述べられて

いる出。 これらの文書では国際環境法の概念も

「持続可能な開発の国際法」 の概念とは別に用い

られており、両者の概念は異なるものとされてい

ると考えられる。

第四に、国際環境法に対する国際司法裁判所の

慎重な態度が挙げられる。既に述べたガ、フ、チコヴォ・

ナジュマロシュ事件において、ハンガリーが自ら

の主張の正当化根拠のーっとして国際環境法の新

たな規範の発展、予防原則による環境損害防止の

対世的義務の存在を主張したのに対し、裁判所は

この主張に対して具体的な検討を行っていなし、

これに対して Herczegh は反対意見で、判決が国

際環境法の発展を考慮、に入れた具体的適用を行わ

なかったことを批判している 370

以上のように、環境に関する様々な条約が増加

し、一つの法領域としての国際環境法という認識

に基ついた関連実行も増加しつつあるにもかかわ

らず、国際環境法は法領域として成熟しているの

か、基礎、原則、規則からなる国際環境法として

の体系的な秩序を備えているかという点に少なか

らず疑問がある。 本稿では、この問題がいかなる

理由から生じたのかを、 「国際環境法」 の概念の

誕生を巡る状況から検討したし列。 この検討は、

国際環境法と呼ばれる法領域の理論的な検討 ・ 整

理を進める上での出発点になると考える。

本稿は、現在の多くの学説が国際環境法と呼ば

れる法領域の歴史において、非常に大きな分水嶺

と捉えているストックホルム宣言前後の時期、 具

体的にはストックホルム宣言の準備が始まるまで

の時期と、ス ト ックホルム宣言を経た 1970 年代

とを検討対象とする。 以下の検討で明らかになる

ように、ストックホルム宣言、少なくともその準

備作業が始まるまでの時期には、いわゆる環境問

題に適用可能な国際法は存在しても、それらの国

際法を一つの法領域および法体系として位置付け

る国際環境法の概念およびその理論は存在してい

なかった。 それゆえ本稿はストックホルム宣言を

契機として成立した国際環境法の概念と理論の誕

生の様相に検討を加えるものである九 ここで本

稿の具体的な検討は、学説の展開の検討を中心に

行う 。 現在に至るまでに、例えば「国際環境法条

約」 といった名称を持つ条約は作成されるに至っ

ておらず、この 「国際環境法」 の概念を創造し、

用い、発展させてきたのは主に学説だからである。



いわゆる「国際環境法」の誕生について -91-

現在の学説の「国際環境法」像

まず、以下で行う歴史的検討の前提として、現

在の学説の国際環境法像、 すなわち現在の学説が

国際環境法と呼ばれる一群の国際法をどのように

捉えているかということについて、代表的な学説

を挙げて検討していきたL 、。 ここではそれらの学

説を、国際環境法の捉え方の違いから分類して検

討を行う 。 現在の学説による国際環境法の捉え方

は、大きく分けて二つに分けることがで‘きるヘ

第一が国際環境法の目的や保護法益、基本原則を

明らかにし、国際環境法としての体系的な秩序を

想定する立場でありヘ第二が国際環境法を多種

多様な環境問題に関する国際法の集合体と捉える

立場である。 前者は国際環境法には共通の基礎、

目的があり、体系的な秩序が存在すると捉えてい

るが、共通の基礎、目的などを想定していない後

者の国際環境法は、そのアプローチ上、それぞれ

別個の基礎、目的からなる多様な国際法の総称に

過ぎない可能性がある。

また、前者の立場は、その具体的アプローチの

相違によってさらに幾っかに分けることができる。

環境を保護法益と捉え、そこから予防原則・予防

的アプローチを国際環境法の基本原則として導出

する立場、環境を国家責任法の枠組またはその延

長で捉える立場、環境を資源として捉えてその管

理の体系と捉える立場である。

( 1 ）環境法益を中心とする体系的な国

際環境法

まず、国際環境法の目的や保護法益、 基本原則

を明らかにし、体系的な秩序を持つ法領域として

国際環境法を捉えている現在の学説について考え

た L 、 。 この立場を取る代表的な学説は Kiss and 

Shelton のものである。

Kiss and Shelton は、国際環境法の目的を、

生物園を大規模な破壊から保護することとする 420

Kiss and Shelton の国際環境法の保護対象は生

物園であり、国際環境法は生物圏を保護する法と

いうことである 。 Kiss and Shelton は国際環境

法の発展史においても、生態学に特徴付けられる

現代国際環境法の時代は 60年代終盤に始まると

指摘しへ生態系の概念の国際法の世界への登場

を現代的国際環境法の成立の分水嶺としている。

さらに Kiss and Shelton はストックホルム宣言

の原則 21 を慣習国際環境法の基本規範と位置付

けている九

Kiss and Shelton は生物園を保護しなければ

ならない理由として、第一にキリスト教や仏教に

も見られる宗教的理由をはじめ、初期の環境問題

に関する条約のほかリオ宣言にも見られる功利主

義（あるいは人間中心主義）や、世代内衡平、世

代間衡平に加えて生物種間衡平を含む衡平の概念

を挙げている450 そしてそれらに加え、科学的現

実、経済的現実もまた国際環境法の基礎を形成す

るとされる＇＼ このように Kiss and Shelton は

国際環境法の目的である生物園の保護が、多岐に

渡る複合的な根拠に基礎付けられることを指摘し

ている。 生物園保護の理由が複合的である以上、

その保護も個別具体的な局面において、生物園の

単純な保護を越える面を持ちうることになるが、

Kiss and Shelton の理論構成上、いずれの原則・

規則も究極的には生態系自体の保護を達成するよ

うに解釈されるべきものと捉えられていると考え

られる。

また Kiss and Shelton は、国際法の次元にお

いて環境の保護は人類の共通利益としての性格を

有することが確立しつつあり、この性格が従来の

国際法の基本的な原則である主権の伝統的な役割

を変更するに至っていると指摘する470 Kiss and 

Shelton の国際環境法は、人類の共通利益として

の性格を持つ生物圏を保護する必要から、従来の

国際法の枠組では捉えきれない面を持つ一群の法

体系と捉えられている。

国際環境法の目的を生物園の保護と捉える

Kiss and Shelton は、条約の条文で規定されて

いる 「環境」 の定義については、当該規範の主題

の範囲の確定 ・ 法規則の適用の決定 ・ ライアビリ

ティの範囲の確定において重要であると述べてい

る。さらに Kiss and Shel ton は、条文上の環境

の定義は広範 ・ 暖昧に設定される傾向にあり、こ

のことは国際環境法の境界を暖昧にしていると認

める。 しかし Kiss and Shelton はこの点につき、
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環境保護はあらゆる法と政策に織り込まれるもの

の、それゆえに惑星の継続的生存と無数の生物種

の持続性を、国家、地域、および国際的次元にお

ける生態系保護のような全体的なアプローチを通

じて確保する必要が生じるとする ＇80 Kiss and 

Shelton において生態系は、国際環境法の一体性

を保持する要と位置付けられている。

国際環境法を生物圏保護のための国際法と捉え

る Kiss and Shelton は、原則として国際環境法

に属する規範は環境保護を目的として形成された

規範から構成されると考える。 それゆえ生物資源

の持続的開発のような、本来環境保護を目的とし

ていない規則は、あらゆる人間活動は環境に影響

を与えざるを得ないことから、間接的に環境を保

護することもあるとしてへ二次的な地位に置か

れている。

このように生物園の保護のための法として権成

される Kiss and Shelton の国際環境法において、

最も重要な地位を与えられる原則が、環境損害防

止の原則である。 Kiss and Shelton は国際環境

法の一般原則の中でもこの原則を「環境の黄金律」

と評価しへその最も発展的な形態を予防原則で

あると位置付けている九 さらに環境を保護、保

存、保全する一般国際法上の義務も出現しつつあ

ると指摘している 520

次に、生物園の保護を国際環境法の目的と捉え、

その基本原則を防止の義務と捉える Kiss and 

Shelton の理論構成に近い学説として、

Hohmann のものがある。 Hohmann もその国際

環境法理論において、生物圏・生態系に重要な地

位を与えて L喝。 Hohmann は、国際環境法の歴

史をストックホルム宣言を境として、伝統的な経

済アプローチの時期と、現代的な生態系アプロー

チの時期とに分ける。 Hohmann によると、前者

の時期における環境法は人間の安全・健康、福利、

経済的利益の保護を目的としており、後者の時期

の国際環境法は、将来世代のために資源を保存・

管理し、生物園、生態系、自然の循環、生物相の

全体性を保護する ことを要求するという 。 そして

この生態系指向の国際環境法は、予防的性格や資

源保全的性格により伝統的国際環境法と異なって

いると主張しているヘ この現代的国際環境法の

基本原則と位置付けられているのが予防原則であ

る。

兼原敦子も同様の理論構成を取っている。 兼原

敦子は「地球環境の現状保全」を国際環境法の保

護法益として捉え、この法益を実定国際法に設定

する基本原則として予防原則を位置付けている九

兼原敦子は現状の国際環境法の未熟性を批判して

いるカ，ss、その判断基準となっているのが「地球

環境の現状保全」を保護法益とするこの国際環境

法像である。 兼原敦子は現状の国際環境法は最も

根源的な概念である環境概念ですら、法益として

の内容や性質の特定が不十分な段階にあると結論

している担。

また Trouwborst も、環境それ自体を国際環境

法の保護法益と捉える理論構成を取っている。 す

なわち、 Trouwborst も予防原則・予防的アプロー

チに特徴付けられる現代的国際環境法と、 事後救

済に特徴付けられる伝統的国際環境法とを区別す

る。 ここで Trouwborst は、予防原則について、

ス ト ックホルム宣言の原則 21 や環境損害防止原

則との差異を重視しており、スト ックホルム宣言

の原則 21 や環境損害防止原則はあくまで国家の

主権を尊重しているが、予防原則は環境それ自体

を目的とするという解釈を取っているs7a ただし、

Trouwborst も、環境自体の保護を国際環境法の

目的と捉え、それを予防原則で国際法上に位置付

けるという理論構成は共通している。

これらの学説は、環境それ自体、生態系、生物

園の保護を国際環境法の目的と位置付け、それ ら

に対する損害の防止、予防の原則を国際環境法の

基本的な原則とするものである。

第二に、以上の学説と同様に「環境」 それ自体

に国際法上の意味を与えつつ、その環境の国際法

上の処理を国家責任法、およびその延長の枠組で

行って、国際環境法を構築する学説がある。この

ような学説の代表として Fitzmaurice があげられ

る 。

Fitzmaurice はまず国際環境法を国際法の特別

領域と位置付け、その理由を 「環境」 の国際法の

主題としての特殊な性格に置く 。 その特殊性は国

際法の一般原則の枠組における特別な解決、適用、

規則を要求するとされるへ そしてその特殊性の
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一般的な背景として、地球環境危険の存在、途上

国を含む多数の国家の参加の必要、交渉・決定方

法の変化を挙げ司、さらに国際環境法を他の分野

から区別する背景として、地球環境危険の展開、

成長段階の異なる国家聞の調整の必要、事後救済

の困難と防止的側面、私人の行為の要素を指摘し

ているへ そして、これらのことから、主に「ソ

フトロー」 など法源の側面と、義務違反による国

家責任の特別規則の形成の側面において国際環境

法の特殊な性格が現れているとする61 0 

Fitzmaurice は以後の検討において、特にこの責

任の特別規則の側面に重点を置いている。

Fitzmaurice は環境分野における慣習国際法の

第一の規範を、トレイル溶鉱所事件で明示されス

トックホルム宣言の原則 21 に組み込まれた、他

国に対する越境的な損害の禁止とする。 その他の

慣習国際法上の義務として、防止の義務、通報・

交渉の義務、衡平利用原則などを挙げるが、これ

らはいずれも国家責任の慣習法の分野の範囲に収

まるとしているへ そして Fitzmaurice は、議論

の中核として、環境損害防止の義務とその違反の

結果について検討を進めていく。 Fitzmaurice は

まず国際法委員会のライアビリティ草案を検討し、

そのアプローチを批判して国家責任とライアビリ

ティを分ける理由はないと結論し、国家責任によ

り国家の環境義務を捉えるべきと結論する日。 そ

してその検討の結果、環境損害に関する国家の義

務は国家責任の枠内に収まるが、相当注意義務以

上の厳格基準、防止的側面の発展、 情報提供の義

務などの具体的内容が、環境分野に特有のもので

あるとしている九 このように Fitzmaurice の議

論において「環境」は、国家責任法の一般原則を

環境問題に適用する際の特殊要素として捉えられ

ている。 Fitzmaurice は持続可能な開発の概念な

ど国際環境法の新たな傾向にも触れているものの、

あくまで付随的な議論にとどまっている 650

その後、 Fitzmaurice はこの議論をさらに発展

させている。 Fitzmaurice は「環境の国際的保護」

と題した講義において、国際環境法の新たな発展

に言及し、より幅広く詳細に具体的検討を行L、な

がらも、環境損害に対する責任と、それに基づく

防止の発展、さらに紛争処理と不道守手続などの

手続的側面の発展や、関連する具体的判例・事例

の検討というように、従来からの国家責任論に基

づいた理論的枠組を維持している。

また、この講義の中で Fitzmaurice は、 Kiss

and Shelton などと同様に国際環境法の発展にお

けるストックホルム宣言を分水嶺としたアプロー

チの転換を指摘しており、ストックホルム宣言以

前のものは人間中心主義であり、ストックホルム

宣言以後において環境に対する現代的態度への転

換が行われたとする。 加えて Fitzmaurice は、持

続可能な開発の概念が台頭したりオ宣言にも一定

の重みを認めているが、環境における経済の考慮、

は新しい現象ではないとの留保も行っている日。

次に、 Schachter もストックホルム宣言を境界

とした国際環境法の変質を指摘しつつ、基本的に

国家責任の枠組で国際環境法を捉えている 。

Schachter は、ストックホルム会議により環境が

生態系という総体として承認され、国際法と国際

機関によって保護されるものとされたとする。 そ

して多様な越境的・地球的脅威の数々は全体とし

て自然の秩序一般への脅威を構成し、これに対す

る国際的解決と規範が求められることで、環境は

全体として新たな国際法の概念となったという 670

さらに、 Schachter は、ストックホルム宣言以前

の段階から国際河川の汚染や海洋汚染などの問題

は既に国際法の対象になっていたが、国際環境法

として認識されてはいなかったと述べているへ

そして Schachter は環境損害と環境危険の概念を

出発点として、損害防止の義務、結果に対するラ

イアビリティ、補償・賠償とその執行、という国

家責任の枠組での検討を行っている。 Schachter

において環境は、環境損害と環境危険という概念

を通じて国家責任の枠組に影響を与えるものと位

置付けられている。

これらの学説は、第一の学説と同様に、環境そ

れ自体に法的な意味を認めつつ、国家責任および

その延長の枠組で、その環境の特殊性から生じる

問題を扱うものである。

第三に、上記の学説と同様に環境に国際法上の

意味を与え、環境特有の法理を導く点では共通す

るが、環境を資源と捉える学説がある 。 Louka

は国際環境法を、グローパルコモンズを管理する
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国際法と捉えており、ここで環境は、国家聞に共

有される共有資源と位置付けられている690 この

国際環境法において Louka は、国際環境法の基

礎を環境問題を規律する最低限の秩序を維持する

ことと衡平性に置いている九この国際環境法像

は、次章で見る国際河川法等で発展した衡平原則

に基づく資源利用の法の延長上に位置するものと

考えられる。

( 2 ）環境に関する国際法の集合体として

の国際環境法

次に、国際環境法を環境問題に関する類似した

国際法の集合体と捉える現在の学説について考え

たい。 これらの学説においては国際環境法一般と

しての保護法益や基本原則は具体的に特定されず、

国際環境法はそれぞれ別個の基礎、基本原則など

を持つ環境問題に関連した国際法の集合体となり、

厳密な意味での一つの法領域を為さないと考えら

れる。

この類型の代表的学説は、 Birnie and Boyle 

である。 Birnie and Boyle はまず国際環境法を

「環境問題に関する公法および私法の双方を含む

国際法の総体」と定義するが、これはあくまで便

宜的な概念の使用であると明言している。 さらに

Birnie and Boyle は国際環境法概念の便宜性に

つき、国際環境法は「環境問題に対する国際法の

適用」 以上でも以下でもないと強調している九

また、 Birnie and Boy le は持続可能な開発の

概念を重視すると明言しており 72、実際に随所で

この概念に触れている 。 しかし、 Kiss and 

Shelton における防止原則や Hohmann における

予防原則のように、 Birnie and Boyle はこの概

念を国際環境法の基本原則の地位に据えているわ

けではない。むしろ Birnie and Boyle は持続可

能な開発の概念の射程と国際環境法の射程は同ー

ではないという立場を取っており、国際環境法と

「持続可能な開発の国際法」 は重複する面が少な

くないものの、国際環境法の中には絶滅危慎種の

保護の分野のように持続可能な開発が関わらない

可能性がある分野も存在すると指摘を行うにとど

まっている 730

Birni巴 and Boyle は、 環境の概念についても、

環境の定義は困難で確立した定義が無いことを指

摘し、条約における環境の定義はそれぞれの条約

の目的に応じたものに過ぎず、さらに環境をどの

ように定義したとしても、それは解釈者の望むと

おりの意味に解されるものとなることは避けられ

ないと述べるにとどまっている九

Birnie and Boyle は、環境を保護する理由に

ついては、非人間中心主義的価値も存在し、また

必ずしも経済的価値に限定されるわけでもないが、

ストックホルム宣言にもリオ宣言にも示されてい

るように概ね人間中心主義であるとする。 Birnie

and Boyle は生物圏の概念も、生物多様性条約

の前文を参照して、人間と自然界の相互依存の意

味で捉えている 750 ただし Birni日 and Boyle は、

国際環境法における人間中心主義をあくまで事実

として指摘するにとどめており、この人間中心主

義を何らかの特定の原則と結び付けて国際環境法

の基本原則と位置付けているわけではなし、。 さら

に Birnie and Boyle は、越境環境問題と地球環

境問題とでは適用される法の種類や適用方法が異

なることも明示している 76。

このように、 Birnie and Boyle の国際環境法

は、 （ 1） で見た学説のような体系性を意識した理

論的構成を重視しておらず、むしろ国際環境法が

統一性を持たないことを慎重に強調している。

次に、 Bodansky, Brunnee, and Hey も国際

環境法について、理論的完成を追及しない立場を

取っている。 Bodansky, Brunne巴， and Hey は、

国際環境法が一つの分野を形成すると捉える理由

として、問題の新しさ、アクターの新しさ、基準

設定の新しさ、遵守手続を列挙する。 そしてこの

区別は、 「義務」ではなく 「約束」、「違反」では

なく「不遵守」、 「賠償」ゃ「制裁」 ではなく「結

果」という国際環境法における特有の語葉にも現

れていると指摘する～ ただし、これらの国際環

境法の特殊性がどのように基礎付けられているの

か、という点に踏み込んだ指摘・議論は行われて

いなし、。 また、 Bodansky, Brunnee, and Hey 

は国際環境法の発展史についても、国際環境法は

人間中心主義で発展したが、環境自体を目的とし
た生態系アプローチが徐々に広まっていったとい
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う事実を指摘しているのみであり 78、それが国際

環境法において如何なる意味を持っかについては

言及 していない。

さらに Sands の国際環境法も、これらの学説

と同様に、環境問題に関する様々な国際法の集合

体としての性格を持っていると考えられる。 既に

触れたように、 Sands は国際環境法の主要な目的

を環境の保護であると明示している反面79、手法

として 19 世紀からの一貫 した歴史的蓄積に基づ

いた環境に関する国際法の個別的な発展 ・ 展開を

重視しており、それらの集積として国際環境法を

捉える帰納的なアプローチを用いている。 Sands

が国際環境法の歴史的蓄積を重視していることを

示す一例としては、通常は 1980 年の国際自然保

護連合や国連環境計画による世界保全戦略や

1987 年のブルントラント報告において登場 した

とされる 「持続可能な開発」 の概念が、 「持続性」

という点においては 1893 年にまで関連する国家

実行を遡ることができると指摘されていることな

どが挙げられるへ

Sands は、環境の法的な定義は文化 ・ 経済的考

慮、を含む政治的行動とともに科学的分類を反映し

ているとする。 すなわち科学的アプローチにより、

環境問題は大気 ・ 土壌 ・ 水質 ・ 生物多様性などの

環境の構成要素に分けられるが、この科学的定義

が政治的過程を経て法的定義に変形されるとし、う 。

しかしその上で Sands は、 実際に環境を定義し

た条文上の例を示すにとどまっており、 Sands と

しての 「環境」 の法的な地位や効果を明らかには

していなし、。事実上、環境が環境の構成要素の集

合体であることを指摘するに留まっている Sands

のこの指摘は、 Sands の環境問題に関する国際

法の集合としての国際環境法像を反映していると

考えられる 。

Sands はストックホルム宣言の原則 21 につい

て、この原則は国際環境法の相反する二つの基本

的目的を反映していると指摘する。 すなわち第ー

が天然資源に対する主権であり、第二が環境に対

する損害の防止である。 そしてこの原則は今でも

国際環境法の礎石であるという九 ただし Sands

は、この原則 21 が主権の尊重の要素を含むのに

対し、いわゆる防止の原則は環境被害の最小化そ

れ自体を目的とする点で差異があり、さらに防止

の原則は自国の管轄権外の環境に対する損害の防

止を定める原則 21 と異なり、自国の管轄権内の

環境も損害を防止する義務が課される点でも異なっ

ていると指摘している目。 さらに Sands は、現代

の国際環境法で重要な役割を果たしている原則は、

持続可能な開発と予防原則であるとする田。 この

ように Sands はスト ッ クホルム宣言の原則 21 を

国際環境法の礎石となったと評価しつつ、現在の

国際環境法の中核はむしろ持続可能な開発や予防

原則であると評価している。 また、持続可能な開

発の概念に関連して、 Sands は国際環境法は持続

可能な開発の国際法の一部であるとも位置付けて

いる九 このように Sands は国際環境法の基本原

則についても、単一の原則を明示するより、国際

環境法における重要な原則の展開、変選、発展と

いう過程全体として捉えていると考えられる。 こ

の点も、 Sands の国際環境法が、 理論的な体系と

いうよりも環境に関する国際法の蓄積、集積であ

ることを示唆している。

以上のように、 Birni巴 and Boyl巴に代表され

るこれらの国際環境法は、統一的な基礎、目的、

基本原則を持たず、それぞれ別個の基礎、目的な

どを持ちうる環境に関連した多様な国際法群を総

称する便宜的な説明概念であると考えられる。

( 3 ） まとめ

このように、本章で検討した現在の学説の国際

環境法像は、共通の基礎、目的、基本原則を持つ

単一の体系として国際環境法を捉えるものと、こ

れと一見類似した外見を持ちながらも、 共通の基

礎なとを厳密に想定せず、環境に関連した類似の

国際法の集合体として国際環境法を捉えるものと

に分かれている。 それでは何故このような学説の

相違が生じることになったのだろうか。 また、国

際環境法の保護法益、 基本原則などの基本的問題

は何故未解決なのか、後者の類型の学説は、なぜ

前者の類型のような体系化を行わないのか。 以下

ではこれらの問題を念頭に置きながら、その評価 ・

意義の捉え方には相違があっても、ほぽあらゆる

学説が国際環境法の発展史において一定の重要性
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を認めているストックホルム宣言を分水嶺とし

てへその前後の環境に関する国際法、国際環境

法について検討していきたい。

ストックホルム宣言以前の環

境問題に関する国際法

現在、国際環境法の一部として扱われる国際法

の原則や規則の中には、ストックホルム宣言以前

から存在していたものも少なくない。 現在ではこ

れらの原則・規則は国際環境法の萌芽とも捉えら

れているが、それらの規範が同時代において国際

環境法の一部と捉えられていたか、さらには実際

に国際環境法としての論理や実質を有していたか

は別途の検討を要する問題である。 結論を先取り

すると、 Schachter などが指摘していたように、

以下で検討を行う、現在では国際環境法の原則 ・

規則とされる規範群は、国際環境法の一部とは考

えられてはおらず、むしろ国際環境法という概念

自体が存在していなかった。 それでは、これらの

国際法の規範は、如何なるものとして扱われ、如

何なる内容・アプロ ーチを持っていたのか。 この

問題につき、主要な学説を中心に、学説によって

取り上げられる主要な条約なども含めつつ、検討

を進めていきたい。

(1) トレイル熔鉱所事件

現在、国際環境法の基本原則のーっとされる

「越境汚染に対する領域使用の管理責任原則」を

初めて定式化したとされる判決がトレイル熔鉱所

事件である。 トレイル溶鉱所事件は、カナダのブ

リティッシュコロンビア介｜の溶鉱所から排出され

た亜硫酸ガスが、国境を越えてアメリカのワシン

トン州にまで影響を及ぼし、当地の農作物などに

損害を与えた事件である。この事件は仲裁裁判に

付託され 1941 年に判決が出されたが、この判決

で示されたいわゆるトレイル原則とは「アメリカ

合衆国の法はもちろんのこと、国際法の諸原則に

よれば、煤煤による損害が深刻な結果を伴い、ま

た当該損害が明白かっ核心的な証拠により立証さ

れる場合には、いかなる国も他国領土において、

あるいは他国領土に対して、またあるいは他国内

の財産もしくは人身に対して、煤煙により損害を

生ぜしめるような方法で自国の領土を使用し、ま

たはその使用を許容する権利を有しない」という

ものである師。 現在ではこの判決は、越境汚染に

関して領域の使用に関する国家の管理責任という

国際法上の原則を明らかにした判決であり、かっ

それを環境損害に適用した国際環境法のリーディ

ングケースとして一般的に扱われている。

さて、この事件が学説の注目を強く浴びるよう

になったのは 1960 年代からであり、判決が出さ

れた同時代を含め、 1960 年代以前の時期にはこ

の事件はほとんど注目されていなかった。まず同

時代では、この事件の中間判決が下された 1938

年に American Journal of International Law 

に簡単な紹介が掲載され師、最終判決が下された

1941 年には判決の要旨が紹介されたにとどまっ

ている回。この中で現在の「トレイル原則」は、

「自国の領域から生じた（出た）侵害に対する国

家責任」の表題の下で紹介されているが、国家責

任のー具体的局面として扱われているにとどまっ

ており、特に問題が大気の汚染問題であったこと

には特段の注意は払われていない。

その後、この事件は 1954 年のビキニ環礁事件

の後に『ジュリスト』で内田力蔵により取り上げ

られている。 これはビキニ環礁事件における法律

問題、すなわち損害発生に対する法的責任、損害

の賠償ないしその原因除去に対する法的義務の有

無、その法理と手続を検討する参考としてトレイ

ル溶鉱所事件を検討したものである。 内田力蔵は、

ここで適用された法理の主要な部分がアメリカの

国内法であること、それらは衡平法上の判決であ

り、損害の予防措置の請求に紛争の中心があるこ

とを指摘している曲。 この論文は、 トレイル溶鉱

所事件を汚染問題一般に対するリーディングケー

スと評価するものではな く、あくまで参考として、

その内在的問題点、限界を指摘しながら紹介した

ものである。

対して、 60 年代中探以後になるとトレイル溶

鉱所事件は、判例評釈のほか、様々な学説で、国

際的な汚染問題の先例、あるいはライアビリティ
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に関する先例として参照・引用されるようになる。

代表的な評釈として Read のものが挙げられるほ

か（1963 年戸、 Lester が国際河川の問題につい

て (1963 年戸、 Jenks が大気に対するライアビ

リティの問題について (1966 年戸、 Utton が大

陸棚での活動による汚染について (1970 年）問、

Hardy が原子力に対するライアビリティについ

て (1961 年）刷、 Goldie が厳格責任一般の問題に

ついて (1965 年戸、それぞれトレイル溶鉱所事

件を参照している。

このようにトレイル溶鉱所事件が国際法上の重

要な先例として意義を認められるのは、 主に越境

的な大規模汚染が深刻な問題化した 1960 年代か

らのことであり、それまでは国際法の重要な原則

を示した判例との評価は得ていなかった。

しかもこの判決は、その内容・先例的価値につ

いて、留保点・問題点を含んでいる。 まず、この

判断は 「環境」の概念を用いておらず、 「環境」

に対する損害を扱ったものとは言いがたい。 裁判

所は「L、かなる国も他国領土において、あるいは

他国領土に対して、またあるいは他国内の財産も

しくは人身に対して、煤煙により損害を生ぜしめ

るような方法で自国の領土を使用し、 またはその

使用を許容する権利を有しなし、」 と述べているの

であり、ここで問題となっている法益はあくまで

他国領土、あるいは他国内の財産も しくは人身で

ある。 このトレイル原則は領域主権と領土保全と

いう対等な国家聞の権利を調整するものであって、

環境を国際法益として位置付けた上で、それに対

する国家の領域主権の規制を行っているわけでは

ない960

また、内田力蔵が 1950 年代に既に指摘してい

るように、 トレイル原則はアメリカの国内判例か

らの類推という論理で導出されており 、 国際法上

の原則を提示したものといえるのか、国際法の先

例として適切かという問題がある。 判決の中で裁

判所はトレイル原則と称されるこの結論に至る上

で、まず 「国家は自己の管轄権の範囲内で行われ

る私人の侵害行為から他国を保護する責任を常に

負う 」 という国際法上の原則を挙げる九 その上

で、煤煙による損害は私人による侵害行為に当た

るかという問題について、先例となる国際裁判所

の判決が欠如しているという状況では、アメリカ

の最高裁の圏内判例を類推することは、国際法上

それに反対する規則が無い以上、合理的であると

して、それらアメリカの圏内判例からいわゆるト

レイル原則を導出しているのであるへ これは、

裁判基準として 「国際法と国際慣行、およびアメ

リカで同種の問題を処理するために採用されてい

る法ど慣行」 を適用することが、仲裁協定で決め

られていることに基づいているへ さらに裁判所

は、 「 トレイル溶鉱所は将来ワシントンナト｜内にお

ける損害発生を抑制するよう要請されるか、もし

そうであるならばどの程度までか」 という問題に

対し、アメリカ国内法の衡平法の判決から導出さ

れる解決方法は、裁判所が以下に述べる体制とと

もにコロンビア河渓谷の現在の体制が続く限りす

べての関係者にとって公正であるとも述べてい

る 問。

このようにトレイル溶鉱所事件は、国際河川や

大気における大規模な越境的な汚染問題が顕在化

するようになった 1960 年代になって初めて学説

に取り上げるようになったが、領域使用の管理責

任原則を確定した国際環境法の判例としての先例

的価値には、その論理構成、および文脈上問題が

あり、環境の概念が用いられているわけでも国際

環境法としての論理が用いられているわけでもな

い。 にもかかわらず、その後、この判例は環境問

題、特に汚染に対する責任、 賠償の問題を取り上

げる多くの学説によって参照されるに至っている。

( 2 ) 国際河川の汚染

現在国際環境法の一部とされる法分野の中でも

国際河川汚染の分野は、ストックホルム宣言以前

の時期から、 二国間協定を中心とした実行が蓄積

されており、結果として、しばしば学説の関心の

対象として検討が加えられてきた分野である。 た

だしそれらの学説が国際環境法としての認識に基

づいて検討が行われ、国際環境法としての論理を

もっていたかどうかは検討を要する。

国際河川の問題を扱ったこの時期の代表的な学

説としては Lester のものがあげられる 。 Lester

は汚染の問題を河川法の枠組の中で捉え、汚染の
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問題は国際河川の経済的利用を巡る問題の一部と

して発展したとする山。 そして Lester は国際河

川法の理論的な基礎として、国際河川に対する絶

対主権を認めるハーモン主義とそれに対する sic

utere tuo 原則 （何人もその隣人を害するような

方法で自己の財産を用いてはならな L、）という二

つの対立する理論をあげて、それらの不明確性を

指摘し、越境損害責任の基礎を構成する善隣原則、

権利の濫用、国際地役の概念について検討を進め

ている 102 0 さらに Lester は国際河川の問題に類

推可能な判例として、トレイル溶鉱所事件、ラヌー

湖事件、コルフ海峡事件を挙げ、これらを含めた

検討の結果から、国際河川法の本質は厳格な規則

の適用ではなく、妥協、利益の調整による利用の

対立の調節であるとの結論を導いている l由。 加え

て 1909 年米加協定の下で行われている行政機構

による管理のアプローチを評価しl刷、最後に厳格

責任の適用についても考察している 105。 Lester は

汚染問題を含めた国際河川法の本質を、国家聞の

妥協あるいは利益の調整と捉え、河川の利用にお

ける対立もその本質の下で調節されるとしている。

この Lester の議論に代表されるように、国際

河川法における基礎理論または基本原則を扱う 当

時の学説は、ハーモン主義のように国際河川に対

する国家の領域主権を無制限と捉える立場と、 主

権は一定の制約を受けるとする立場の対立という

図式を提示するものが多L い曲。 他に Alstyne は、

その対立を絶対主権理論と事前同意理論、さらに

は衡平割当理論の三者聞の対立と整理し、検討の

結果、事前同意理論は緩和された形の衡平割当理

論の一部であると捉えて衡平割当理論を支持する

結論を導いている問。 さらに同様の結論は

Bourne によっても導かれている問。 多くの学説

によって共通している、絶対主権理論は否定され

るべきであるという結論は、 Oppenheim の体系

書にも見られる l由。

また、 Manner は国際河川を中心とした水汚染

の問題について、 「汚染」 の概念一般の問題も含

めた検討を行っている。 Manner は 「汚染」 の概

念につき、法の問題となる汚染は有害な汚染に限

られるが、汚染と捉えるべき侵害または有害な変

化は何か、という問題は圏内法や国際組織におけ

る試みを通じても明らかではないことを指摘す

る 110。 その上で二国間条約における実行やトレイ

ル溶鉱所事件を挙げ川、さらに水質保全の権利と、

それが絶対的な禁止ではないことを強調しつつ、

汚染の禁止を説く Schulthess や、水汚染には関

係国の黙示の同意を要するとする Leder旬、国家

の水利用における制約のーっとして汚染を挙げる

Guggenheim などの学説も踏まえて、従来か ら

汚染は何らかの制限を受けるとされてきたとして、

絶対主権論を否定している 1120 さらに水利用の制

限の基礎となる三つの理論、すなわち流域の一体

性の原則、相隣権の法から生じる義務、権利濫用

の一般原則の適用について検討を加え、それぞれ

問題点を指摘している 113a Manner においても水

資源をめぐる国家の主権とその抑制、その根拠と

いう基本的な枠組は共通している。

さらに Fischerhof は、河川なと＇ 7]<汚染におけ

るライアビリティの問題について検討している。

Fischerhof は各国国内法、特に原子力に関する

法の規定におけるライ ア ビリティと絶対責任、お

よびそれに関する国際私法まで参照 しつつ山、国

際法における水汚染によるライアビリテ ィ につい

て、 全ての国は他国の利益を十分に考慮しなけれ

ばならず、また、関係国家聞の具体的な権利義務

は個別の協定によって定められると結論してい

る 11\

これら当時の国際河川法に関する学説の到達点

といえるのが国際法協会（ILA） の 1966 年ヘル

シ ンキ規則である。 このヘルシンキ規則に、 学説

によるこの時点での国際河川の汚染に関する国際

法が集約されている 。

ヘルシンキ規則は、現在では国際河川法の基本

原則として確立している衡平利用原則を116、初め

て明確に定式化し、かっ河川の汚染に対する条項

をその原則の下で位置付けている。 へルシ ンキ規

則は 4条で、 「国際水系流域の水の有益な利用の、

衡平で合理的な配分」を定め、 5条でその要素を

列挙 しており、特に 5条 2項（k）で、 「共通流域国

に対し実質的な侵害（injury）を引き起こさないこ

と」をあげている 。 さらに 10 条は「衡平利用の

原則に従って」「他の流域国に実質的な侵害を引

き起こす汚染を防止する」 義務を定める。
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これらの規定について国際法協会は、コメン卜

において、まずコルフ海｜峡事件などを挙げて、国

際法は国家の他国の領域への侵害を引き起こす行

動一般に対し一般的に制約を課していることを指

摘する。さらにラヌー湖事件などをあげて、水汚

染の法に際してもこの原則が適用されることを示

し、トレイル溶鉱所事件もこの原則を支持すると

する 1170 一方、河川利用のもたらす損益など関係

国の関連要素を比較衡量して利益を最大にし、損

害を最小にするという衡平利用原則に関して、コ

メントは、「共通流域国に侵害を生じさせる汚染

を引き起こす流域国による水利用は、何が衡平利

用を構成するかという包括的観点から考察されな

ければならな L、」と述べる。続けて、汚染を引き

起こす利用は河川の一方的な分流と同様に、共通

流域国の衡平な利用を否定し、また国家は汚染に

対する措置を、衡平利用を損なうほどに取る必要

はないと述べている。そして汚染に対する措置を

取る義務はあくまで衡平利用の枠内にとどまるの

であり、国家が衡平利用に従う限りこの義務は適

用されないと述べている 1180 さらに コメ ン トは、

汚染は合理的で合法な利用からも生じる可能性が

あり国際法上一般的には禁止されていないが、衡

平利用と合致せず、他国に実質的な侵害を引き起

こす汚染は責任を生じると述べている 1190

このようにヘルシ ンキ規則は、国際河川法の基

本原則を衡平利用原則とし、実質的な侵害の発生

はその具体的構成要素のーっと位置付けている。

それゆえ実質的な侵害の発生は衡平利用原則の適

用において実質的に考慮されるとしても、あ くま

でそれは利益調整における一つの要素に過ぎず、

その侵害に基づく 当事国聞の法的関係を最終的に

規律するのは衡平利用原則ということになる。 汚

染に関しでもこの規則の立場は基本的に同一であ

り、全ての汚染が防止の対象となるのではなく、

あくまでその対象は他の流域国に実質的な侵害を

引き起こす汚染に限られ、しかもこの防止の義務

は、衡平利用の原則に従うものとされている。

以上のように、スト ックホルム宣言以前の時期

における国際河川の汚染に関する国際法は、衡平

利用原則に集約される国家聞の主権の衡平な調整

を目的としており、河川の汚染はその基本的な目

的の中のー要素と捉えられていた。そして国際河

川の汚染を禁止する規則はこの目的の下で秩序付

けられる国際河川法の一規則として位置付けられ

ていたと考えられる［20。

なおこの時期までの条約で、実際に汚染に関す

る条項を持つ条約としては、 1909 年米加条約（4

条 2 項）、 1948 年のソ連・フィンランド協定 (13

条）、 1958年のソ連・アフガニスタン条約（13 条）

ほか決して少なくなし、 1 2 1 0 ただし、これらの規定

はいずれも関係国の境界画定条約や水路協定の一

条項であり、一般的な汚染の禁止のみを定めるに

とどまっている。

( 3 ）海洋汚染

海洋の汚染の問題は、各国国内法の整備の進展

から国際条約の作成も試みられた戦間期などの実

行にも見られるように、古くから国際法の対象と

して意識されてきた 1220 その後 1950 年代には、

油による海水汚濁防止条約が作成され、ジュネー

ブ公海条約にも汚染に関する規定が設けられるに

至っている。 しかしその反面、 1967 年のトリー・

キャニオン号事件に至るまで、汚染問題に対する

学界の関心は、それが核による汚染である場合を

除いてあまり高かったとは L 、えず、重要な問題と

しては扱われてこなかった。

例えば McDougal がビキニ環礁での水爆実験

事件を扱った論文の中で、海洋汚染について言及

している。 McDougal は、海洋汚濁の問題は航海・

漁業などの使用に対する妨害の一つに過ぎないと

し、汚染に対する国際的な規制が始まって問もな

し、現状では合理性の基準を適用するにほかなく、

汚染から生じる経済的損失と自由世界の安全保障

のバランスを考慮すれば、水爆実験は合理的であ

るとの結論を導いている 1 2,0

また、 McDougal and Burke は海洋法の体系

書を著しているが、その中で汚染の問題について

触れている箇所は僅かに二筒所である。 その一つ

は ILC の準備作業で大陸棚での活動による汚染

を積極的に防止する規定は設けられず、安全地帯

において、有害な物質から海洋生物資源を保護す

るためのすべての適当な措置をとる義務が定めら
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れたことに触れている箇所であり 124、もう一つが

汚染の管理につき油による海水汚濁防止条約の規

定に基づいてこの問題が旗国主義の下に取り扱わ

れることを指摘している箇所である 125 0 

McDougal and Burke は海洋汚染の問題を特に

重要な問題とは扱っていなし、。

小田滋も水爆実験による悪影響について指摘を

行っている。 小田滋は公海上に効果を及ぼす水爆

実験は、他国の公海あるいは漁業の利益を損なう

限りにおいて、不法行為としての損害賠償責任を

生ぜずにはおかないと述べている 1260

同様に、横田喜三郎も海洋汚染の問題は、「核

実験に起因するものを除いて、非常に重要なもの

ではない」 と評価しているへ 横田喜三郎は公海

条約の規定について、科学的な不明確性から規定

を挿入すること自体が議論の対象となったこと、

1954 年の油による海水汚濁防止条約は試験的な

ものに過ぎず、この問題は元来技術的な問題であ

るというという主張が議論で出されたこと、それ

に対して条約は「すべての問題を含むべき」 であ

るから汚染に関する規定も含むべきと反論された

こと、さらに放射能汚濁は特別な扱いをすべきと

されたことを指摘している 1280

また、 1958 年の一連のジュネーブ海洋法条約

の成立にあたり学会誌にこのことを扱った論文が

幾っか発表されたが1四、 汚染に関する規定につい

て関心を向けているものはあまり無かった。 例え

ば、 Dean は放射性物質による汚染について、こ

れを別個に扱うとする決議が出されたことに言及

するのみである l加。

その後、イギリス沖で座礁したタンカーから原

油約 8万トンが流出したトリ ー・キ ャニオン号事

件を契機として、海洋の汚染問題は国際法学の重

要な関心の対象となった。 ただしそれらの学説は

トリー ・キ ャニオン号事件のようなケースを念頭

に置き、その場合での沿岸国がとりうる措置と、

責任 ・ 賠償についての立法論に重点を置いている。

例えば Sweeney は油による海水汚濁防止条約と

ジュネーブ公海条約に触れ、この分野のあるべき

法としての責任原則のあり方、すなわち過失責任

か厳格責任か絶対責任かという問題を検討し、ま

た、公海においては旗国以外の管轄権が及ばない

ため特別な扱いを要することを指摘する 山。 また

Brown は 1962 年の原子力船運行者の責任に関す

るブリュッセル条約をライアビリティの原則につ

いてのモデルとして取り上げ、さらに防止におい

て沿岸国が取る措置の法的根拠につき検討し、今

後作られるべき条約が明確化すべき問題点を整理

している問。 他に Utton も同種の検討を行ってい

る出。 これらの海洋汚染に関する学説は、トリー・

キャニオン号事件に触発されたこともあって、事

後対応、特に責任賠償のあるべき法理を検討する

ものが中心となっている。

なお、 Schachter and Serwer は、海洋汚染の

問題をあらゆる国家に関わるグローパルな問題と

捉えた上で、油汚染、塩素化炭化水素による汚染、

沿岸域廃棄物による汚染、船舶からの廃棄物によ

る汚染など汚染源ごとの分類に基づく法規制の態

様を明らかにしている山。 この研究で用いられて

いるアプローチは、海洋汚染の問題は環境問題の

一部と明言されていることからも示されているよ

うに問、むしろ次章で見る国際環境法に近いもの

である。

ここで、既に見た学説によって取り上げられて

いる海洋汚染に関する実際の条約の内容について

も触れておきたい。 まず 1954 年の油による海水

汚濁防止条約は、船舶の運行に伴って生じる油の

排出を規制することを目的とする。 条約は原則的

に沿岸 50 海里の排出禁止区域で油および油’性混

合物の排出を禁止している （3 条）。 また条約は、

船舶の油記録簿の備え付け義務、締約国の港での

油記録簿の検査を定めており（9 条）、その実現

については旗国主義を取る（6 条）。 他方、旗国

以外の国は違反を発見した場合は、旗国に通報す

ることとしている (10 条）。

この条約は、海洋環境を保護することを目的と

したり、海洋環境そのものを保護法益とするもの

ではない。 単に環境の概念自体が用いられていな

いだけでなく、内容的にも 3条は油が排出される

こと自体を禁止しておらず、ただ沿岸国に対して

損害を与えないようにすることを目的としている。

また、締約国の船舶は、 沿岸国に被害を与えない

｜浪りにおいて油の排出の自由が認められている、

という規律方法は、 「各国家の主権に帰属する領
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海一 自由な公海」という二元的な伝統的海洋秩序

に基づくものである。 このことは、条約の義務の

実現における旗国主義にも反映されている。

1958 年のジュネーブ公海条約における海水汚

濁に関する規定は、それ自体禁止規則ではなく 、

規則の発展を要求することを規定しているにとど

まっている 。 すなわち公海条約 24 条は、各国に

対して海水の汚濁防止に関する現行条約の規定を

考慮に入れて、船などからの、あるいは海底開発

による油の排出のための海水汚濁を防止するため

の規則を作成することを定めているに過さない。

なお、ここでいう「海水の汚濁防止に関する現行

条約」 とは、 1954 年の油による海水汚濁防止条

約である。

トリ ー・ キャニオン事件を受けて作成された油

濁公海措置条約（公法条約）と、 油溺民事責任条

約 （私法条約）は、基本的に沿岸国に多大な影響

を与えうる汚染が公海で発生した際の対応につい

て、従来の旗国主義を修正する形で規則を設定し

ている。 公法条約は第 l条で、沿岸国が「自国の

沿岸または関係利益に対する重大なかっ切迫した

危険を防止し、軽減し又は除去するため必要な措

置を公海上で取ることができる」 ことを定め、さ

らに締約国はこの権利の行使にあたり旗国と協議

しなければならないが （3 条 a 項）、極度に緊急

の場合にはその限りではない（同 d項） として、

旗国主義を修正している。沿岸国の措置は被った

または被りうる損害と均衡する必要があり （5 条）、

汚染を防止するためにあらゆる措置が許可されて

いるわけではなし、。 私法条約は締約国の領海で発

生した汚染損害に対して適用され、 公海の汚染は

対象外である。責任の帰属先は船舶の所有者であ

り過失の是非を問わないとされる（3 条）。

このように、初期の海洋汚染に関する規定を持

つ代表的な条約は、旗国主義という海洋法の原則

を基礎としてその修正を行いつつ、国家聞の損害

の防止、損害が発生した場合の賠償を目的とした

規範を設定している。 これらの海洋汚染に関する

規範は海洋法の理論枠組の中で基礎付けられ、解

釈適用されることになる。

( 4 ）海洋天然資源の保存

ストックホルム宣言以前の時期において、天然

資源の保存の問題は、天然資源に対する恒久主権

の宣言に見られる資源ナショナリズムの台頭によ

り 136、資源に対する主権・管轄権の主張と、その

資源の経済的な利用の観点からの議論が中心となっ

ている。 本稿ではその中で比較的まとまった学説

が存在する漁業資源、大陸棚の資源の保存の問題

を扱うが、これらの資源の問題も、それぞれ漁業

管轄権、大陸棚llllJ度そのものに関する問題と密着

して議論されているへ ここでは漁業資源、大陸

棚の資源の保存の問題が、何を目的にどのような

アプロ ーチで扱われたかを検討したい。

漁業資源の問題は、既に戦前から議論の対象と

なっていたl担。 例えば Leonard が 1941 年に捕鯨

の問題を取り上げているが、 Leonard は鯨を有

益な世界資源と捉え、鯨資源の再生産を可能とす

る合理的な開発を目的とした規律枠組として、

1937 年の国際捕鯨取締協定などの捕鯨に関する

国際的法枠組作成の動向を追っている 1却。 ここで

は漁業資源は、再生産が可能な程度に保存される

べきものとされている。

戦後に漁業及び公海の生物資源の保存に関する

条約などのジュネーブ海洋法4条約が作成される

と、これらの条約を扱う論文が幾っか発表された。

その中で例えば Dean は、この条約が海産物の最

大限の供給を確保することを目的としており （2

条）、それ以下の条文はその目的のための具体的

義務を定めるものと整理し、また、こ の条約体制

では沿岸国が重要な位置を占めることを指摘して

いる 1400 ただし、大陸棚の資源については、大陸

棚の定義、範囲、沿岸国の権利の性質、 天然資源

の定義について触れているものの141、その保存に

ついて特に言及はしていなし、。 さらに Whiteman

も大陸棚条約を取り上げているが、大陸棚の資

源の保存の問題にはほとんど言及していない1420

さらに McDougal and Burke も海洋法の体系書

の中で、 領海や接続水域などにおける資源につい

て取り上げてはし、るが、資源に対する管轄権の問

題が中心であり、保存の問題はあまり取り上げら

れていない。
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漁業資源の問題について、膨大な関連実行から

整理 ・ 体系化を行ったのが Johnston である。

Johnston は漁業資源の利用を開発と保全の二つ

に分け、この二つの資源利用の方法を軸にして検

討を進めている。 ここで「開発」は労働に対する

最大の利潤を目的とし、漁業の永続的な発達と必

要には関心を持たないものとされl43、 「保全」は

持続的な産出という将来的な目的のために、開発

を制限・延期するものとされる川。 この開発、ま

たは保全のための漁業権は、国家自身の利益を目

的とした国家の単独の権利主張による「共有され

ない権限」、共同の利益を受容した当事者間の協

定による「修正された権限」、共通利益に対する

「共有された権限」 の三つの種類に分けられると

される同。 また、漁業資源の利用に関する望まし

い原則として、漁業に関する国際法の第一の関心

は世界の海洋資源の発展の促進であること、資源

の生産性を損なう資源利用は世界共同体の利益に

反すること、非支配的領域における資源は共有さ

れるべきこと、ある資源に対し特別な利益を有す

る国の優先権が認められるべきこと、漁業紛争は

自由に解決されるべきこと、そのための手続が必

要であることが挙げられている川。 その上で開発、

および保全につき、それぞれ三種類の権限ごとに、

国家実行 ・ 二国間協定 ・ ジュネーブでの法典化作

業から、実行の発展を明らかにしている。この

Johnston の議論では、生物資源を共通利益とす

る捉え方自体は登場しているものの、それはあく

まで資源利用のためであり、資源を「環境」ある

いは生態系の一部として保存するというような考

え方は出現していない。

さらに小田滋も、漁業資源および大陸棚の資源

の保存の問題について、ジュネーブ海洋法4条約

を中心に包括的な検討を行っている。 まず漁業資

源の問題について小田滋は、漁業資源の保存の国

際的統制の動きが具体化した背景として、自由放

任の漁業が資源の枯渇をもたらすとの認識が深まっ

たことを挙げる l4＼ そしてその統制のあり方の平

等性に対する問題意識から、統制は条約の締約国

で平等に行われなければならないのであり、実質

的に不平等な取り決めに対しては、資源の保存は

その最高度の利益の享受のためにこそ意味がある

のであって、利益の享受が否定されて資源の保存

を行うことはまったく無意味であると批判してい

る 川。 その上で漁業条約の本質は、定められた漁

業規制の履行を締約国がそれぞれの責任において

行うことと述べている 1490

さらに小田滋は漁業資源の保存の問題を、資源

の保存のためには国際的協力が必要であること、

資源の枯渇の可能性から総漁獲量の限定の下で漁

業の配分 ・ 割当が行われなければならないこと、

後進沿岸国の考慮という三つの問題に整理する 1剖

そして既存の漁業条約の分析－から漁業条約の基本

理念として旗国主義と漁業規制に対する合意の必

要の二点を導出している山。 さらに漁業及び公海

の生物資源の保存に関する条約の規定について、

公海漁業の基本理念が l 条に定める公海漁業の権

利で．あること l52、資源f呆存の本質とは最適な持続

的生産性を維持することて‘あること l53、さらに 3

条は生態系の要素を考慮する規定であるが、これ

は理念として正しくとも実際問題としては困難を

伴うと指摘している出。

また、小田滋は大陸棚の資源の保存について、

条約の起草過程を含めた検討から、大陸棚条約の

関連規定の意味を明らかにしている。 条約 5条 l

項の規定は、草案の注釈によると大陸棚資源の探

索・開発と航行・漁業・資源の保存の利益を相対

的に考慮するものであり、航行・漁業・資源の保

存に対する妨害は「不当な」ものであってはなら

ないとされるとし寸 。 また 7項は、条約には海洋

汚濁の条項も含まれるべきであるとの意図で挿入

されたものと指摘している 1550

ここで、学説によって取り上げられているジュ

ネーブで漁業及び公海の生物資源の保存に関する

条約の規定は、 1条で国家の漁業権を確認し、 2

条で「公海の生物資源の保存」を、「食糧その他

の海産物の最大限の供給を確保するようにこの生

物資源の最適の持続的生産を可能にする措置の総

体」 と定義し、さらに保存の計画は、人聞の消費

のための食糧の供給を第一に確保する目的で作成

されるものとしている。 公海の漁業資源に対する

保存措置は原則として旗国により取られるものと

され（3 条）、沿岸国は自国の領海に隣接する公

海のいずれかの水域における生物資源の生産性の



いわゆる「国際環境法J の誕生について -103-

維持に特別の利害関係を有するとされ（6 条）、

特に他の関係国との聞の交渉が六箇月以内に合意

に達しないときは、海洋生物資源の生産性を維持

するため、自国の領海に隣接する公海のいずれか

の水域におけるいずれかの魚族その他の海洋資源

に適した保存措置を一方的に執ることができると

定められる（7 条）。 この条約は、小田滋が指撤

しているように、資源の保存の目的を最適の持続

的生産を可能とすることとし、旗国主義の原則の

下でそのための措置を取りつつ、沿岸国の特別の

利害も認めて、その範囲で旗国主義の例外を認め

るというアプローチを取っている。

また、大陸棚条約の 5条 1項は「大陸棚の天然

資源の探査 ・ 開発は、航行、漁業若しくは海洋生

物資源の保存を不当に妨害してはならない」と、

資源の保護は不当に妨害されないことを明示した

のみである。 5条 7項も、安全地帯においてのみ、

沿岸国に有害な物質から海洋生物資源を保護する

ためのすべての適当な措置をとる義務を課してい

るに過ぎない内容となっている。

以上のように、ストックホルム宣言以前の時期

における資源保存の問題は、学説およびその対象

となる条約の規定を通じて、資源の利用のための

権利拡張の問題と一体であり、資源の有限性の認

識に基づいて、資源の継続的な利用を目的とする

ものとして扱われている。 漁業資源の保存条約は、

旗国主義と沿岸国の特別の利害を基礎とした海洋

法の原則に基づく規律枠組を取っている。 この段

階では、資源を「環境」あるいは生態系の一部と

捉え、資源の保存を環境や生態系を保護する一般

的な枠組の中で位置付けるようなアプローチは登

場していない。

( 5 ）高度に危険な活動に対するライアビリ

アイ

さらに、ストックホルム宣言以前の時期から、

原子力活動や宇宙活動など高度に危険な活動に対

する条約の増加に伴い、これらの条約に規定され

た特別の責任 ・ 救済の制度に関して、ライアビリ

ティの理論が検討されている。

まず、 Hardy が原子力の平和的利用から生じ

る危険の問題に対し適用すべきライアビリティの

原則について検討している。 Hardy は危険から

生じた損害の問題について、国際法が関わる局面

として、 ある国に滞在している外国人がその国で

危険活動から生じた被害を受けた場合と問、国境

を越えて被害が外国に及んだ場合を挙げる。 そし

て後者の局面で国家が負うべき責任について、ト

レイル溶鉱所事件やコルフ海峡事件、 学説などを

参照して過失の要素の必要性の問題を中心に検討

を進めlヘ結論として、従来の一般国際法におい

ては過失の要素が国家責任の成立に必要とされて

いるのに対し、原子力の危険に対しては厳格責任

が認められうることを指摘している［580

次に、 Jenks は、次第に条約等を通じて発展し

つつある高度に危険な活動に対するライアビリティ

について、過失主義という一般原則との関係上ラ

イアビリティは例外であり本質的には原則の問題

というよりも具体的な問題であるとして、個別具

体的な問題に即して検討を進めている 1 590 具体的

には、航空輸送による危険、大気・水 ・ 海洋の汚

染、原子力活動から生じる危険、宇宙活動から生

じる危険などの問題について、国際航空事故補償

条約、油による海水汚濁防止条約、 原子力損害民

事責任条約、原子力船運航者の責任に関する条約、

宇宙活動を律する法原則宣言、宇宙条約草案など

の条文、関連する実行、トレイル溶鉱所事件やラ

ヌー湖事件などの判例などから、適用される原則 ・

規則、ライアビリティの帰属先、範囲、成立要件

などの問題を検討している。 その上で一般的なラ

イアビリティについては、危険活動に対する一般

的なライアビリティの概念は国際法を明示の合意

の集合と捉える場合には受け入れられないが、国

際法を国際社会の必要に応じた生きた原則及び発

展する先例の集合と捉える場合には受け入れられ

ること、活動の危険が大きくなればなるほど事業

者の責任から国家の責任に移ること、 ライアビリ

ティの本質とは危険活動による損害の負担を被害

者ではなく活動自体、そしてその国際法平面にお

ける帰属先である国家に属させることであり、過

失の証明無しに成立するライアビリティの解明と

決定こそが重要であることなどを指摘している 1冊。

さらに Goldie も厳格責任、絶対責任を含むラ
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イアビリティについて検討を行っている。 Goldie

はまず損害を生じうる危険や厳格責任、絶対責

任などを含むライアビリティの主要な概念の定義、

内容について、圏内法判例や国家実行、学説から

それぞれ整理を進めている 161。 その上で、それら

ライアビリティの概念を国際法において用いる場

合について、 トレイル溶鉱所事件やビキニ環礁事

件の分析、 宇宙活動における厳格責任などから、

厳格責任は発展途上の法でありながらも国際法の

中で出現の途上にあるとする 1620 さらに Goldie

は絶対責任についても、原子力損害民事責任条約

や原子力船運航者の責任に関する条約なと原子力

分野における条約の発展を中心に同様の検討を加

えている l叫。

この｜時期のライアビリティに関する議論は、原

子力活動や宇宙活動などの具体的な活動自体が内

在する危険性と結びつき、その限りにおいて国家

責任の一般原則である過失主義を修正する個別具

体的な生成途上の法として議論されている。 それ

ゆえここでのライアビリティは、第一に原子力や

宇宙活動な ど個々の危険活動に関する具体的な条

約の規定に結びつく 。 ここで、これらの危険活動

に対するライアビリティを、危険活動に関する限

りより一般的な形で体系化しようとする関心は確

かに既に生じているものの、それはあくまで活動

に内包される 「危険」に基礎を置くものであり、

「環境」の性質に拠るという捉え方は生じていな

。
、

L
 

( 6 ） まとめ

以上のように、ストックホルム宣言に先立つ時

期における環境問題に関する国際法は、例えは

Fischerhof が国際河川の汚染の問題において原

子力におけるライアビリティの法を参照している

ように、相互に参照されることはあっても、 一つ

の 「国際環境法」 を構成するものとは捉えられて

おらず、 「環境」を守ることを目的とする国際法

でもなかった。 これらの国際法はそれぞれ別個の

基礎 ・目的に基づき、相異なるアプローチで形成

された多種多様な国際法群であった。 そしてここ

であげた学説は、それぞれ個々の問題に対し、そ

れぞれの法領域ごとの関心 ・ 枠組で議論を行った

ものであり、これらを統一的 ・ 傭磁的に扱う理論

や、これらの分野を横断して行う議論 ・ 論争など

は見られなかった。 にもかかわらず、 現在ではこ

れらの国際法は国際環境法の一部、または国際環

境法の先行者と捉えられている。次章で見るよう

に、スト ック ホルム宣言を契機に国際環境法とい

う概念が形成され、これらの国際法も国際環境法

とされる法領域の一部であると改めて捉えられる

ようになったためである。

四 「国際環境法J の概念の形成

とその基礎
学説により国際環境法の概念が用いられ始め、

国際環境法の理論が初めて構想されたのが、スト ッ

クホルム会議の開催が決定し、準備作業を経てス

トックホルム会議が行われ、ストックホルム宣言

が採択された 1972 年前後の時期である。 既に見

たように、ストックホノレム宣言以前の時期では、

環境に関する国際法群を一つの法領域 ・ 法体系を

構成するものとして捉える国際環境法という概念

は全く存在していなかった。 この 1972 年前後の

時期から、多くの学説は環境問題に関する国際法

を国際環境法という一つの法領域、そして一つの

法体系として扱うようになったのである。 この国

際環境法は、以下で見るように、前章で既に見た

以前は国際環境法の一部を構成するとは特に考え

られていなかった環境に関する諸問題に関連した

国際法もその重要な一部として含んでおり、これ

ら環境に関する国際法の諸規範を包括して捉え、

国際環境法の一部として組み込むものである。

そして、この国際環境法の概念は、環境に関連

した国際法の規範を総称する単なる名称にとどま

るものとはされていなし、。 以下で見るように、学

説は国際環境法における総論的な問題の検討にも

取り組んでおり、国際環境法で用いられる新しい

概念を提示するものや、国際環境法に固有の義務

を提示するもの、国際環境法の目的や国際環境法

の基礎、理論的根拠に触れているものもある。 こ

のような議論は、既に見たストックホルム宣言以

前の時期には行われていなかったものであり、す
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なわち、いわゆる環境問題に適用可能な国際法の

原則 ・ 規則は既に以前から存在していたとしても、

「国際環境法」という環境に関する国際法群を一

つの法領域を構成するものとして捉える概念、そ

してその理論は、この時期にまさしく誕生したの

である。 この時期における国際環境法の概念の成

立を示すーっの例として、 1973 年のハーグアカ

デミ ーで 「環境保護と国際法」 と題したシンポジ

ウムが行われ、 国際環境法という概念それ自体に

関する問題も含めた討論が行われたことがあげら

れよう l刷。

ここで、 当時の一部の学説は、この国際環境法

の定義を試みている。例えば Goldi巴は、国際環

境法は 「政府聞の相互関係を規律し、各国国内の

立法 ・ 行政の最低基準を設定し、あらゆる国際機

関に対して環境の保護を政策決定過程における固

有でしかも誰もが認める政策として含めることを

求め、 海底資源の探査 ・ 開発を規律する制度に環

境保護の基準と義務を挿入し、また環境悪化を防

止するための地域的および普遍的な最低基準を柔

軟に設定する国際機関を設立する法」とする 1日。

あるいは Kiss は、 国際環境法は「生物圏の生態

学的バランスを保護する国際公法の規則からなる」

とする i問。 また山本草二は、 国際環境法を 「環境

保護に関する一切の問題を包括的に捉え、そのた

めの新しい機構、 基準、法制度の発展を体系化し

て国家主権の行使の態様を国際的に規制しようと

する新しい法」 としている l6＼ これらの定義には、

前章で見た環境問題に関する国際法の原則規則に

は見られなかった、環境あるいは生物固などが新

たに国際環境法の保護対象として出現している。

そこで本章では、 1970 年代に登場 した国際環

境法について、 その具体的内容 ・ 射程、基本概念、

基礎、 アプローチなどの問題が、 当時の学説によっ

てどのように理解され、どのように扱われたかを

検討していきたし、。 このことにより、現在に繋が

る国際環境法の概念がとのように形成され、どの

ような問題点が内在しているかの一端が明らかに

なると考える。

なお、 当時の学説の中には、国際環境法の概念

の未成熟性から、 国際環境法の概念自体に疑問 ・

批判を提示しているものもある。 例えば Levy は、

1973 年のハー グアカデミーでのシンポジウムの

際、国際環境法の定義の問題に関連して、ストッ

クホルム宣言の準備会議が環境の定義を避けたこ

と、環境法は形成途上の法に過ぎないことを指摘

し、国際環境法が固有の方法論を持ちうるかどう

かという問題に対して批判的な態度を示してい

る i回。 Khallaf も、国際環境法といわれる法の実

体は海洋法や国際河川法の規則を適用しているに

過ぎないとして、国際環境法としての一体性に対

し疑問を提示している 1回。 これらの批判は、この

時点において国際環境法は将来的な 「あるべき法」

としてはありえるかもしれないが、 「ある法」 の

段階には至っていないことを批判したものである。

しかし、積極的に国際環境法の概念を用いる学説

にしても、国際環境法が、ストックホルム宣言直

後の時点で、既に卜分に確立した 「ある法」 であ

るという立場から議論を行っている学説はほとん

どなく 、 国際環境法が形成途上の法であることは

認めた上で、 原則の提示や規則の整理を行ってい

るのである。

さらに、ここで扱う 1970 年代の国際環境法の

概念は、 それぞれの学説によって具体的射程、内

容、 アプロ ーチなどにある程度の差異が当然存在

する。 しかし、それらの多様な学説は、いずれも

「環境」 という新たに認識されるようになった問

題に対し国際法は如何に対応するのかという共通

の関心 ・ 目的を共有し、国際環境法を新たな法領

域と捉え、その国際環境法とは如何なる法である

かを模索し、 そしてその後の国際環境法の概念の

形成 ・ 変化に多様な影響を与えたことは否定でき

な L 、。 また、それらの学説は、 それぞれ相互の差

異について批判的な議論を加えることをあまり重

視してはいなかっ た。 それゆえここでの検討は、

創生期の多様な国際環境法の概念、国際環境法の

理論それぞれを個々 に精密に明らかにするという

よりも、現在の国際環境法に内在する基本的問題

を解き明かす足掛かりを得るという本稿の目的か

ら、官(.fl政的な見方を重視して行っていきた L 、。 同

じ理由により、ここで扱う学説は、 厳密に国際環

境法の名称を使用しているものに限られず、国際

環境法の名称を使用していなくとも、 環境に関す

る国際法群を一体の法分野として捉えようとする
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ものを幅広く含めて扱う 。

( 1 ) 国際環境法の概念の形成

まずは、ストックホルム宣言を契機として出現

した国際環境法に含意される具体的な内容、要素

について見ていきたし、。

第一に国際環境法の具体的射程について確認し

たい。 国際環境法は、 国際河川の汚染、海洋汚染、

天然資源の保存、危険活動への対処など前章で見

た諸問題を含むほか、ほぼ辞書的な意味での 「環

境」問題全般に関連した国際法が含まれており、

この点で学説は一致している。 ある問題は一見し

て国際的な環境問題に含まれるが、国際環境法か

らは排除すべきである、という議論は見られなし、。

国際環境法に含まれる内容を具体的に示した例

としては、まず 1974 年に国際環境法の名を用い

た最初の論文集と思われる、“ International

Environmental Law”と題した論文集があげら

れる。 これは慣習法や条約など法源の問題をはじ

めとした総論的問題のほか、海洋環境の保全、海

洋汚染の防止、北極海水域の汚染防止、水質汚濁

防止、大気および宇宙空間の環境法、 気象調節、

土地利用の問題が取り扱われている l九 次に、ハー

グアカデミーの 1973 年のシンポジウムでは、全

体討論のほか Goldie が総論、 Kiss が大気汚染、

Morin が海洋汚染、 Gaja が国際河川の汚染につ

いてそれぞれ報告を行っているm。 さらに 1976

年の Kiss の研究は、海洋汚染、河川 ・湖沼の汚

染、大気汚染、野生生物の保護の問題を素材とし

て取り上げている問。 このほかスト ッ クホルム宣

言の前年に Toronto Jour同nal に掲載された 「汚

染の国際法的側面」 という特集は、総論的問題の

ほか、河川、大気、海洋、 気象調節、航空機騒音

などの問題を取り上げている 1730

さらに国際環境法に属する問題を、 具体的な問

題の性質に応じて分類することを試みている例も

ある。 Bleicher は国際環境に対する法的規律の全

体像を明らかにするという関心から、環境問題を

三つの類型に分類している l九 すなわち第一に、

他国に有害な影響を与える活動すなわち河川や大

気の汚染あるいは放射性物質の問題などのいわゆ

る越境損害の問題、 第二に、海洋の汚染と資源問

題、地球の大気、宇宙空間などの国境を越えた環

境の問題、第三に、 経済活動に影響を与える圏内

環境規制、 という三つの類型であるげ50 また、同

様の分類は Robinson も行っており、 Robinson

は国際環境問題を、海洋や大気など共有物の問題、

ライン川や五大湖の汚染問題のような地域的な問

題、経済発展や人口増加、エネルギー資源の問題

なと・の地球的な合意を持つ国内的問題、天然自然

や絶滅危機種など人類の共同遺産の問題、技術の

国際的共有の問題に分類している l九

このような国際環境法には、 前章で見たストッ

クホルム宣言以前から存在している国際河川の汚

染や海洋の汚染に関する国際法が含まれており、

これらは重点的に議論されている。 しかしこれら

の国際法は、前章で見たように、それぞれ 「国際

河川法」や 「海洋法」 の論理に基礎付ーけられ、

「国際河川法」 や 「海洋法j の一部として適用さ

れるべきものであった。 それゆえ、国際環境法が

単なる環境問題に関する国際法の総称にとどまら

ず、 一つの法領域としての固有のアプローチや原

則、法益などを持っとすれば、 これら起源も法的

構成も異なる国際法の規範が、 なぜ同じ国際環境

法といえるのかが問題となる。 この国際環境法の

基礎に関する問題は、次節で検討を行う 。

第二に、 国際環境法の誕生と同時に、従来の国

際河川の汚染や海洋汚染に関する国際法では用い

られていなかった新たな概念が用いられ始めてい

る 。 これらの概念は、 単に科学的用語として用い

られているにとどまらず、 新たな国際環境法にお

いて何らかの意味のある概念として用いられるよ

う検討が加えられている。

例えば Yates は 、 汚染から生じる被害の種類

として、従来の国家が被る損害に加えて生物園に

対する損害を挙げている 。 Yates は、 「汚染」 や

「環境危機」 に関する問題を災害による汚染への

対処の問題と、汚染物質の蓄積による生物圏の生

態系変質の防止の問題とに分けているが川、従来

の汚染から生じる国際法的問題を扱う学説では、

このような生物園の存在は認識されていなかった。

同様に、 Caldwell も環境に関する基本概念とし

て、生物圏や生態系などの人間の行動から中立的
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な概念と、天然資源などの人間の行動に依存する

概念とを分け、人間と環境の関係が再考を促され

ていると主張している 1 780 この従来は認識されて

いなかった生物園の概念は、次節で見る国際環境

法の基礎を巡る問題において、重要な意味を持つ。

次に、規則の拘束性と柔軟性のバランスの調整

や、その設定の容易さから、国際環境法の重要な

特徴のーっとされるエコスタンダードの概念も出

現している。エコスタンダー ドは作成に多大な時

聞を消費する従来の条約方式と異なり、環境問題

に適合して柔軟に、専門家によって技術的に設定

されるという特色を持つとされるm。

また、 Stone が自然物の法的権利の可能性を権

利概念の拡張の可能性や自然物の原告適格の可能

性から検討している 1曲。 これは「環境」が持つ特

殊な性格を、自然物自体をいわば法律上の主体と

して扱うことで、法的に処理しようと試みたもの

である。

さらに Springer が 「汚染」の概念を国際法上

の汚染問題を法的に処理する上での基礎概念とし

て検討している 。 Springer は汚染の概念の既存

の用例をアプローチことに整理、検討して、その

相違を明らかにしている 181。 このような捉え方は、

従来の学説が 「汚染」 を単なる国家に対する損害

のー具体的形態と捉えていたのとは大きく 異なっ

ている。

第三に、学説により国際環境法の総論的問題が

扱われ、国際環境法の原則、国際環境法が国際環

境法として持つ共通の基本的特徴が示されている。

このことは、あくまで形成途上の法としてである

にせよ、国際環境法が単なる環境に関する国際法

の集合体を総称するにとどまらず、少なくとも何

らかの共通の特徴、性格を持ち、国際環境法とし

ての固有の法原則、 共通の基盤を持ちうることを

合意している。

その国際環境法の原則は、具体的にはライアビ

リティ、汚染の防止、国際協力、事前協議・通報

の原則などが挙げられている。実際に国際環境法

の原則を列挙した学説の例としては、 Kiss が国

際環境法の基本原則として、情報への権利、 due

process への権利、環境損害へのライアビリティ、

環境損害の防止、国際協力を挙げている 1へ また

Brownlie は、環境それ自体を保護する規則や基

準は現在の一般国際法上には存在しないとしつつ、

環境の問題に関係する既存の国際法の原則として

国家責任、国家主権、公海自由の原則をあげてい

るのに加え1回、環境の保護の分野で条約実行や国

連での決議 ・ 宣言を通じて新たに形成されつつあ

る原則として、汚染を防止し資源を保護・保存す

る措置をとる義務やライアビリティの法をあげて

いる問。

さらに、 「汚染の国際法」 の原則を整理した学

説もある。 汚染の国際法はあくまで 「汚染」に関

する国際法であり、 汚染以外の環境問題も含む国

際環境法とは内容的に重なる面があるとしても、

異なっ た概念であるが、反面、従来は別個に扱わ

れてきた汚染に関連する国際法群を一つの体系に

位置付けようとする点で国際環境法に類似した関

心に基づくものであり、実際に挙げられている汚

染の国際法の原則も国際環境法の原則と共通する

面がある lへ その汚染に関する国際法の原則を実

際に示した例としては、 Stein が、国家は自らが

他国に引き起こした侵害について 自由ではないこ

と、危険活動の性質上無過失責任が適切であるた

め、ライアビリティのレベルや賠償の理由は具体

的問題に関係する国家間で算定されるべきこと、

自国の活動により影響を受けうる国への事前通知

の義務、 自国の領域を有害な汚染から守るための

一方的措置の許容を挙げているi出。 また Scott

and Bramsen は、関係国間の協力、汚染の基準

の設定、 資源の共同管理、地域的計画の策定、汚

染者負担原則、損害賠償の責任、経済的に効率的

な汚染防止方法の採用、情報交換、 事故防止措置、

紛争の平和的解決を挙げている国70

さて、このような原則の中で、学説が第一に取

り上げ、検討を加える原則が、ライアビリティ・

国家責任に関する原則である。 ライアビリティの

問題は、前章で触れたように、高度に危険な活動

との関連で条約が作成され、国家責任の一般原則

である過失主義を修正する個別具体的な生成途上

の法として学説の注目を受けていたが、ここでは

Kiss が指摘しているように、スト ックホルム宣

言の原則 21 の成立もあってl曲、条約上の規則を

越えて、国際環境法の原則として位置付けられて
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いる 。 Kiss の他にも Goldie が国際環境法の中心

的論点としてライアビリティ、絶対責任を検討し

ており l目、また、 Nanda は 「ライアビリテ ィ に関

する国際環境法」 という表現で国際環境法の中核

がライアビリティにあることを表明し190、条約や

国際機関の活動、判例などから環境に関する責任・

ライアビリティの法の発展を明らかにしている 1910

さらに、 Morin も、 トレイル溶鉱所事件をはじ

めとした判例・実行から、汚染の防止義務の違反

に対する国家の義務と責任について検討を行って

いる 1920 中でも Arangio Ruiz は、環境に関する

国際規則を客観的に実施する国際環境法は、損害

の発生や損害の特定などに関わらず援用されるも

のと発言 している問。 これは、従来の環境に関す

る国家責任、ライアビリティに関する法理を国際

環境法の中に位置付け直すにとどまらず、国際環

境法としての新たな固有の効果を明確に主張する

ものである。

なお、環境に関するライアビリティ・国家責任

の原則を国際環境法の一原則としてではな く 、国

家責任法の特殊な問題として捉える学説もある。

これは国際環境法を積極的に提示する学説とは異

なり、あるべき法の提唱よりも現にある法を重視

して、環境に対する国家の責任、ライアビリテ ィ

の問題のみを統一的に国家責任法の枠組の中で理

論構成する立場である。 このような学説の例とし

て、 Handl が生物圏の特殊な性格を認識しなが

らも環境を保護する規範自体の未熟性から、越境

環境損害における国家責任法上の 「侵害」 の役割

を中心とした国家責任法に基づく検討を行ってい

るほか山、 Hoffman も従来は外交的保護と密接

な関係で発展してきた国家責任法を「環境」とい

う新たな問題へ適用するという立場で‘の検討を行っ

ており i目、さらに山本草二も、新たに提唱されつ

つある国際環境法をも っ てしでも環境保護に関す

る国家の注意義務や国際社会に対する一般的責任

を強化するためには、さしあたり最も効果的な主

題として国家責任の既存の法理を拠点にせざるを

得なかったとして1町、環境損害における責任帰属

の要件と被害法益のa性質について検討を行ってい

る。 これらの学説は、新しく構想されつつある国

際環境法の概念の存在を認めつつ、その未熟性の

認識から、ある意味では国際環境法の概念を積極

的に用いる側の学説に対して批判的な立場を取っ

ているとも考えられる。 ただし、反面、従来は別

個に扱われてきた環境に関する責任問題を包括的

に捉えるという点においては、国際環境法と共通

する側面も含んでいる。

他方、国際環境法の概念を用いる側の学説の力

点は、国家責任・ライアビリティなどの事後救済

のための法より、むしろ、その事後救済の法の環

境問題に対する限界を指摘しつつ、損害発生の事

前防止を行うことを強調することにある。 例えば

Nawaz が、国際環境法では国家責任などの伝統

的国際法で定められてきた事後賠償よりも、環境

を保存する原則に基づく防止を優先しなければな

らず、トレイル溶鉱所やコルフ海峡事件の分析に

言を尽くすべきではないと主張しているほか1町、

Galindo pohP朗、 Blixrn9、 Stein2凹、 Seid巴nfaden2' 1、

Legault202、 Levin などが棚、環境問題に対して国

家責任法を適用する際の困難や環境を適切に保存

するためには防止こそが優先されるべきとして、

防止の義務の重要性を指摘している。 Kiss は、

環境問題に対する責任法の適用の実際的困難から、

このような防止の義務は環境保護における基本的

要求の一つで句あり、国際環境法の主要原則の一つ

であるとする加。 Schneider も環境世界秩序の第

一の目的は環境紛争の防止であるとしている問。

このような国際環境法における防止の強調は、国

際河川の汚染に対する賠償や海洋汚染への責任追

及など、国家責任の枠内で扱われてきた従来の環

境に関する国際法と明確な相違を示している。

さらに、現在でも国際環境法の基本的義務とし

て挙げられる事前通報・協議の義務・制度もここ

で登場している 2曲。すなわち岩間徹は、事前通告 ・

協議制度を環境に対する相当の損害を防止する実

体的義務を手続的側面か ら補完するものと位置付

ける。 さらに環境問題の性質上環境損害の事前防

止は事後救済に優ることから、事前通告・協議制

度はこの事前防止のために機能する一つの重要な

手続であり、関係国両者の交渉を通してより望ま

しい解決策は何であるかを探ることを目的とした

調整原理であるとしている加。 Schneid巴r も警報

および通報の法規範を、自国の活動が他固または
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管轄権外の環境に悪影響を与えることを防止する

ための発展途上の法規範として示している醐。ま

た Utton は、事前通報の要求は、関係国の事前

の同意まで意味するものではないが、河川分野な

ど通じて実行が蓄積されつつあり、これにより環

境の考慮、と主権の考慮とが調整されると評価して

いる加。 Kiss も情報への権利および適正手続への

権利を、国家の平等の原則と結び付けつつ、国際

環境法の原則のーっとして挙げている 2叩。

さらに国際環境法では一般的な協力の重要性が

強調されるのに加え2日、特に協力を実現するため

に国際組織、国際機関の必要性が国際環境法の基

本的要素のーっとして主張されている 。 例えば

Goldie が国際環境法の定義の中に国際機関の設

立を組み込んでいるほか212 、 Abi-Saab は国際環

境法の適用には制度の存在が必要不可欠であると

主張 し引3、 Levin も環境損害から生じる紛争を避

け、また解決するためには継続的な協力計画を作

成するための手続とメカニズムの重要性を指摘し

ている2九 千也にも Teclaff215、 Kiss216、 Schneider217、

などが国際環境法における組織的側面を強調し、

事務局の設置の必要などを主張している。

このように国際環境法という概念は、単なる環

境に関する国際法の総称に留まらず、 一定の共通

の原則、基本的特徴を持つ一つの法領域 ・ 法体系

を表すものとされている。 もちろんこの段階では、

ここで挙げた多くの学説は、ある法ではなくある

べき法として国際環境法を捉えているのであるが、

それでも環境に関する国際法群が一定の法領域を

形成し、 共通の原則を持つべきだという考え方は

従来には存在していなかった。 それでは、この国

際環境法がなぜ「国際環境法」といえるのか。国

際環境法の基礎は何か。 学説がこの問題をどう捉

えているのかについて、次節で検討していきたL 、。

( 2 ) 国際環境法の基礎

ストックホルム宣言を契機に、新たに国際法の

世界に登場した国際環境法は、なぜ国際環境法と

いえるのか。 従来は別個の原則 ・ アプローチに基

づいた環境問題に関する国際法群を国際環境法と

して体系化し、固有の原則、アプローチを導く基

礎とは何なのか。 現在の学説で国際環境法が定義

される場合、最も一般的な定義が「環境を守るた

めの国際法」 という定義であり、このとき、国際

環境法とは何かという問題の鍵は 「環境」 の概念

にある。 そして、この環境の概念も、ストックホ

ルム宣言以前の国際法では用いられていなかった

概念であり、国際環境法と同時に国際法の世界に

出現した概念でもある。 そして、国際環境法を検

討する当時の学説も、こ の 「環境」を国際環境法

の総論的問題の出発点としていた。本節では、こ

の 1970 年代の「環境」 の概念について考えてい

きたい。

この環境の概念がどのような定義を持っかにつ

いては、 1973 年のハーグアカデミ ーで Levy が指

摘しているように、ストックホルム宣言の準備会

議が環境の定義を避ける結果に終わっていること

もあって218、 学説の側でも積極的に議論を進めて

はいない。 しかし学説は、環境概念に含まれる要

素を明らかにしており、それらの要素は国際環境

法の方向性や原則を方向付ける基礎とされている。

そのような 「環境」 に含まれる要素として、例

えは Nawaz は、環境とは単に現在だけの問題と

して捉えるべきではなく将来を考慮、しなければな

らない、という将来世代の考慮、の要素を挙げてい

る2九 また Levin は環境問題における科学的不明

確性を挙げて、監視の必要性を指摘する 2目。 さら

に Bleicher は、環境に対する有害な影響は継続

性を持つことなどを挙げている2九 これらの世代

間衡平の必要、科学的不明確性、問題の持続性な

どの要素は、現在でも国際環境法における重要な

要素とされている。

ここで、 当時の学説が取り上げる環境の要素の

中で、非常に多くの学説により取り上げられてお

り、重要な位置を占めているのが、生態系、生物

圏、生態学的相互依存関係、環境の一体性などの

環境諸要素の不可分な相互関係である。 そして以

下で見るように、学説はまさに環境のこの環境諸

要素の不可分な相互関係という性格を、 環境に関

する国際法を国際環境法として一体的に捉えるア

プローチに結びつけている。

環境が人類を含む地球のあらゆる要素を相互依

存的に含むことにつき、 Nawaz は環境の問題は
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その性質上、まずあらゆる人類、あらゆる国家に

関係することを指摘しておりm、 Hand！は、地球

の生物圏は機能的で生態学的なサブシステムの相

互関係に特徴付けられる単一不可分のシステムを

構成するとする 223。 このような環境の性質に対し、

Robinson はその生態系を支える自然生命の十全

性を保存することが最優先事項であるとし22\

Caldwell はこの生物圏の一体性の概念により 、

あらゆる人類に等しい努力が要求されるとする E九

さらに Levin は、こ の環境における生態学的相互

作用と相互依存の複雑さと関連付けて科学的研究

の重要性を強調している問。

また、この環境の相互依存的な一体の生物園と

しての性格により、従来の国際法では規律の対象

とされていなかった存在まで、環境の一部として

国際法の保護対象の一部になったとされる 。

Bleicher は、このようなあらゆる人間 ・ 非人間的

存在が関わる生態学的相互依存関係により、従来

は経済的価値が置かれていなかった存在までもが

環境の一部として規律の対象として扱われるよう

になったと指摘する 2270 Utton は、 生物園の大部

分は国家の領域外に位置しており 、 従来は無主物

として扱われてきたが、いまや人類の共有物であ

り 、 この共有される環境において新技術の行使な

どの活動は環境保存を考慮して行わなければなら

ないという一般規範が形成されつつあると指摘し

ている問。

そしてこの環境における一体的な生物園、 生態

学的相互依存関係の、その相互依存、 一体性とい

う性格から、 環境は全体として国際環境法という

一体の法によって包括的 ・ 全体的に保護されなけ

ればならないというアプロ ーチが導かれている。

例えば Bilder は、土地、 川、海、大気およびそ

の他の要素に関する環境問題は生態学的な相互関

係にあり、その解決もまた相互に依存すると指摘

する 2目。 Z巴gers Santa Cruz も、環境の一体性か

ら環境法の一体性は必要であり、例えば海洋汚染

の問題も汚染の全体性や環境問題の全体性から離

すことはできないと主張しており捌、 Beesley も、

国際環境法が統合的アプローチをと るべきこと、

夕、ロ ーパルアプローチが必要となることについて

はほぼ一般的な合意が存在していると確認した上

で、環境の問題はあらゆる人類に関わる問題であ

るから、生物圏は全体として管理されねばならず、

包括的アプローチ、 統合的アプローチ、さ らには

学際的アプローチが必要となると主張している却。

また、 Schneider も地球空間の生態学的一体性 ・

相互依存により地球環境は単一の共有資源と捉え

ることができ 232、こ の単一の資源のアプローチを

用いることで、環境問題を包括的に扱うことが可

能となると述べている幻30

この環境が持つ相互依存的性格・生物園の一体

性により、環境はそれ自体として全体的に保護さ

れなければならないというアプローチは、 一部の

学説により法的義務とされている 。 Goldie は、

地球環境をそれ全体として保護する義務の存在を

認めており出、 Schneider も、単一の生態学的シ

ステムである地球の生物園は、国家に人間環境を

保護 ・ 保存する基本的義務を課し、汚染を防止し

て最適に利用する義務を課しているとする加。

さらに、 一部の学説はこの総体としての環境そ

のものを保護することが、国際環境法の目的、 基

本原則であると明示している 。 Kiss は国際環境

法の規則を結びつけるのは、生物園のあらゆる構

成要素を、それらが形成すると こ ろの生態学的総

体として、 保護しなければならないという目的で

あり、まさにこの共通の目的から国際環境法の本

質的な特徴を構成する国際環境法の共通の方法と

共通の原則が導出されるとしているお60 Abi-Saab 

も、環境保護の分野では既存の法の発展ではな

く新たな法が必要であり、既存の環境問題に関連

した国際法はあくまで元来異なる目的のために形

成された法であるから、国際環境法の構成要素に

はなりえても、国際環境法それ自体にはなりえな

いとする。 そしてトレイル原則の再構成に留まら

ない新たな原則の形成が必要であり、 「環境の一

体性」 や 「共有物に対する共通利益」 がその統一

原則を構成しうるとしているお1a

また、この 「環境」 を新たな法益と明確に評価

している学説もある 。 Goldie は、 国家の環境は

法的に保護される利益であると位置付吋、 また、

1954 年条約や 1962 年条約などが定める基準に加

え、環境保護の世界基準の必要は、世界共同体益

であるが「たな環境益の出現の傾向を示すとする明。
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Arangio-Ruiz も、普遍的法からなる規則である

国際環境法は、環境をあらゆる国家の一般利益の

問題、人類の一般利益の問題として保護するとし、

結果、被害者の存在無しに、いかなる当事者によっ

ても国際機関を通じて実施されるべきものとす

る却。 このような一般的利益としての環境の性格

は、国家の利益の問題として扱われてきた従来の

環境に関する国際法の枠に収まらないものである。

このように、環境が持つ生態学的相互依存、生

物園の一体性という性格により、環境に関する国

際法は国際環境法という一つの法領域として再構

成されている。一部の学説は、この一体としての

環境を新たな法益と位置付けており、また、環境

を一体のものとして保護しなければならない義務

が出現したとする学説もあった。 これらの学説に

よれば、生物園の様々な要素が、地球的観点から

見て科学的に相互関係を持つことにより、国際河

川や海洋などの様々な問題が、 「環境」 の問題に

おけるー側面、 一部として位置付けられることに

なる。 そして、従来は異なる法枠組の下で扱われ

てきた国際河川や海洋の汚染の問題が、等しく環

境損害の問題として国際環境法の下で規律される

ものとされている。

では、なぜ生物圏の科学的な一体性が環境に関

する国際法の法的な一体性を要求することになる

のだろうか。「環境」 を構成する諸要素が科学的・

生態学的に相互依存関係にあるとしても、その科

学的事実がただちに、従来の国際法上では別個の

原理・原則に基づいて異なる枠組で扱われてきた

海洋汚染の問題や国際河川の汚染問題を、等しく

環境損害の問題として法的に同質視し、共通の原

理・原則のもとで規律することになる必然はなし、。

それでは国際法上の「環境」 の概念は、生物園の

一体性、生態学的相互依存関係という要素が、単

なる科学的事実を越えて、環境に関する国際法の

一体性を要求することになる何らかの法的な合意

を持っているのだろうか。 しかし、既に見た当時

の学説は、この点にはあまり踏み込んで検討して

はいなかった。 そこでこの問題を、国際法の世界

に環境の概念を持ち込むとともに、これまで見て

きた国際環境法の形成の契機となり、またそこに

大きな影響を与えたストックホルム宣言から考え

fこし、。

( 3 ）ストックホルム宣言における環境概念

これまでにも言及したように、国際環境法が誕

生する契機となったのがストックホルム宣言であ

る 。 この文書は国際法の法源としての地位を持つ

条約ではなく、以下の経緯が示すように、あくま

で法的拘束力を持たない文書として作成された。

すなわち総会決議 2581 の下で設立された準備委

員会は、人間環境の保存と改善に関する市民と政

府の権利義務を扱う宣言の作成を勧告したが問、

その準備作業においてこの宣言は、基本原則から

なる文書であり、人間環境に関する諸問題、およ

びそれに関する人と国家と国際共同体の権利義務

に注目を集め、世論を刺激し、人間環境の保護へ

の参加を促し、政府の政策決定における指導原則

を提示するとともに国際協力のための目標を設定

するものとされた241。 さらに宣言は、 一般市民向

けに「直感的かっ簡潔なもの」 であり却、 具体的

な行動指針よりも広範な目標と目的を略述するも

のとされた加。 準備作業の中では、 宣言の中に環

境に関する国家の権利義務を具体化する一般原則

を規定すべきとの意見や、環境問題に取り組む国

家の責任、連帯の必要性を強調すべきとの意見も

出されたが、法的拘束力のある規定、特に国家や

個人の関係に閲するものは定められないとの意見

が多数を占め側、準備委員会は宣言内には具体的

な指針は含まないと決定された加。 ここで、前文

は啓蒙的な文書として、原則部分は法的な文書と

して構成するという妥協案も提示されたが、採用

されなかったM。 内容的には原則 7 の海洋汚染の

防止の義務のように法的な形式を取る条項もある

が、 宣言の法的性質としてはあくまで法的拘束力

を持たない文書である。

しかし、この成立経緯にもかかわらず、 ス ト ッ

ク ホルム宣言の重要性は同時代の学説からも認め

られていた。 ストックホルム宣言はしばしばソフ

トローと評価されるが、この ソ フトローの概念が

現代的文脈ではじめて登場したのが 1973 年のハー

グアカデミーの 「環境保護と国際法」 に関する議

論においてであり 247、まさにスト ッ クホルム宣言
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の国際法上の位置付けという問題に直結していた。

このソフトローの概念の登場は、実定法上の国際

環境法の原則が明らかに不十分である反面、国際

環境法の原則が早急に必要とされていたという当

時の状況を反映していると考えられる。

それでは、 「人間環境問題を国連の枠組で包括

的に検討する基礎」 であり閥、 「人間環境の保全

と向上に関し、世界の人々を励まし、導くため共

通の見解と原則j を示すものであるストックホル

ム宣言において、環境（人間環境）の概念は如何

なるものとされているのだろうか。

まず、ストックホルム宣言の中で人間環境の定

義は行われていな L 、。 準備作業の過程において、

宣言は人間環境の定義を含めるべきとの意見も出

されたものの、現段階では十分な定義への合意は

困難との意見が多数であり、定義は検討されなかっ

た 490

しかし、 「人間環境を保護し、改善させること

は、世界中の人々の福祉と経済発展に影響を及ぼ

す主要な課題である。 これは、 全世界の人々が緊

急に望むところであり、すべての政府の義務であ

る」 という宣言前文の第二文は、 Sohn によると、

環境を保護する法的義務の宣言を意味していると

いう 刷。 環境は国家が保護すべき義務を負う対象

としての地位を与えられたことになる。

ただし、この宣言の中の人間環境の意味は広範

であり、暖昧でもある。 まず宣言第一文では、人

間環境は 「自然のままの環境と人によって作られ

た環境」 の双方を含むことが示されている 。 より

具体的には、宣言前文の第三文で、人間環境に対

する人口の害として、「水、大気、地球、及び生

物の危険なレベルに達した汚染、生物園の生態学

的均衡に対する大きな、かつ望ましくないかく乱、

かけがえのない資源の破壊と枯渇」とともに、

「人工の環境、特に生活環境、労働環境における

人間の肉体的、精神的、社会的健康に害を与える

甚だしい欠陥」が併記されている。 この生活環境

と労働環境という人工の環境の要素は、 「経済及

び社会の開発は、人にとって好ましい生活環境と

労働環境の確保に不可欠なもの」とする原則 8 に

も見られる 。 にもかかわらず、 Sohn によると、

この規定の意図は、開発と環境は根本的に対立す

るものではないことを示すことにあり、準備作業

中の文言では、開発と「適切な生態系や環境条件」

あるいは「地球の自然あるいはその他の条件」と

の調和を桓う規定振りであったという 2九

ここで、ストックホルム宣言において、生態系

を含む自然環境は天然資源として性格づけられて

いる。 すなわち、原則 2 は 「大気、水、大地、動

植物および特に自然の生態系の代表的なものを含

む地球上の天然資源は、現在および将来の世代の

ために、注意深い計画と管理により適切に保護さ

れなければならな L 、」 と定めており、原則 3 は、

これらの「資源」 は回復性を維持することと定め

ている 。 そして原則 21 において、このような自

国の資源を開発する国家の主権が、環境損害防止

の責任と ともに併記されている。 天然資源に含ま

れるとされた生態系については、原則 6 で、 「生

態系に重大または回復できない損害を与えないた

め、 有害物質その他の物質の排出および熱の放出

を、それらを無害にする環境の能力を超えるよう

な量や濃度で行うことは、停止しなければならな

い」 とも規定されている。 この規定により生態系

は、重大または回復できない損害から保護すべき

対象という地位を得た ことが明らかになったが、

国際環境法体系における生態系の地位についての

それ以ヒの示唆はない。

ここでストックホルム宣言では、このような人

間環境に対して、「開発」 の要素が均衡するもの

として規定されている。 これは、スト ックホルム

宣言の準備作業において、特に途上国の問題から、

環境と対立しうる開発との関係が重視されたこと

による。 すなわち、準備委員会では、環境と開発

の関係は非常に重要な問題と認識され、 宣言で途

上国の利益に特に言及することが決定したm。 そ

の結果、途上国に対する援助を明示する規定が複

数挿入されることとなり、さらに自然環境を合む

天然資源に対する国家の主権を強調するため、 宣

言は既存の国際法の原則、特に主権の原則および

国際協力の原則に基づくものとすることも確認さ

れている加。

こうして、ストックホルム宣言の中には、開発

途上国が重視する開発の重要性が明示的に反映さ

れている。 まず前文第四文は、「開発の優先順位
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と環境の保全、改善の必要性を念頭において、そ

の努力を開発に向けなければならない」と規定し

ており、さらに前文第七文も、「開発途上国が責

任を遂行するのを助けるため、財源調達の国際協

力も必要とされる」ことを規定している。 次に、

原則の中では、原則 9 で途上国の「低開発から生

じる環境上の欠陥」に対し資金援助及び技術援助

を提供することが明記され、原則 10 では一次産

品の価格安定において 「生態学的なプロセスと並

んで経済的な要素を考慮に入れなければならなL 、」

ことが規定されている。 また、原則 11 では 「す

べての国の環境政策は、開発途上国の現在又は将

来の開発の可能性を向上させねばならず、その可

能性に対して悪影響を及ぼすものであってはなら

なし、」 と規定され、原則 12 では「環境の保護向

上のため援助が供与されなければならな L、」と規

定される。 さらに原則 13 ・ 原則 14 でも環境と開

発を両立 ・ 調整するように計画を策定しなければ

ならないと規定されている。 このようにストック

ホルム宣言の中では、開発の要素が人間環境の保

存と改善における不可分の要素として位置付けら

れている。

そして Sohn によると、このストックホルム宣

言において原則 21 が、まさに自国の管轄権内ま

たは支配下の活動が他国の環境又は国家の管轄権

の範囲を越えた地域の環境に損害を与えないよう

措置する責任と自国の資源を開発する主権とをバ

ランスする規定として位置付けられるというへ

この点につき Sohn は、準備作業における以下の

経緯を明らかにしている。 まず準備作業では、自

国の資源を開発する主権について、この主権は人

間環境の保全と改善と両立するように行使される

と規定すべきだとの提案が行われたが、これ対し

て、主権の行使は環境保存の必要に制約されない

という反論がなされた。 さらに国家は環境に対す

る不可譲の主権を持っとする提案や、国家はその

環境十全性を保護するためにあらゆる必要かっ適

切な措置を取る権利を持つことを挿入する提案も

出されたが、これに対して、人間環境の概念は未

確立であり国家が自由に定義することができてし

まう危険性が指摘され、この権利の行使は国際法

の一般原則に服するものとすることが提案され

た2日。 その後、この国家の主権的権利の行使に対

する制約の問題は、この権利は自国外の環境への

有害な効果を避ける必要による制約を受け、国連

憲章と国際法の原則と両立するように行使される

という形で定式化されるに至った田6。 なおここで、

この他国の環境又は国家の管轄権の範囲を越えた

地域の環境に損害を与えないよう措置する責任は、

ライアビリティに関する既存の規則の確認である

ことも一部の国家により指摘されたという お10 こ

うして原則 21 は、自国外の環境への損害を防止

する責任と自然環境を含む資源に対する国家の権

利とを均衡させる表裏一体の構造になっている。

さらに Sohn は、環境の様々な構成要素が互い

に不可分であることが、この原則に関連して持つ

意味も明らかにしている 。 Sohn によると、この

原則が定めている自然環境を含む資源に対する主

権を拡大解釈することは、地球環境の如何なる部

分も他の部分から分離されず地球環境は現在及び

将来のあらゆる人間のために保存され改善されな

ければならないというこの宣言で強調される事実

と矛盾するという 問。 ここでは環境の一体性の要

素も、 国家の資源に対する主権との緊張関係で位

置付けられており、その合意は、あらゆる環境の

構成要素は一体のものとして保護されなければな

らないということよりも、 資源に対する主権であっ

ても、環境との関係上では一定の制約に服すると

いうことに力点が置かれている。

このように環境、人間環境の概念について、ス

ト ックホルム宣言から明らかになることは、自然

環境は専ら資源として捉えられてお り、その資源

を開発する主権的権利と環境の保護との制約・均

衡関係が、慎重にバランスして規定されていると

いうことである。このような環境の概念からは、

国際環境法はその誕生時から開発と環境という二

つの軌を内包しており、その適切な調整が国際環

境法における基本的課題のひとつでもあったことが

導かれる。 ただし、この資源開発の主権的権利と

環境の保護の均衡は、ストックホルム宣言の準備

作業によると、環境保護に対する一種の制約とし

て取り入れられたのであり、そもそも開発と環境

の調節こそが国際環境法の目的であったとまでは

言えない。 結局、ストックホルム宣言における環
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境の概念は、資源開発の主権的権利との制約 ・ 均

衡関係が明確であるに過ぎず、当時の学説が考え

ていたような、一体としての生物園、生態系の相

互依存関係に基づく国際環境法体系を基礎付ける

には十分な内容を持っていたわけではない。

( 4 ) まとめ

ストックホルム宣言により環境の概念が登場し、

国際環境法が誕生するに至った。当時の学説によっ

て国際環境法の固有の性格や原則が検討され、国

際環境法は一つの体系的な法領域を構成する （べ

き ） ものとされている。 しかし学説はその理論的

基礎を十分に明らかにしてはおらず、ス ト ックホ

ルム宣言で提示された環境の概念も、国際環境法

の基礎としては十分な内容を持ってはいなかった。

学説は、環境は一体であり国際環境法によって一

体的に保護されなければならないとするが、その

環境の一体性、 生態系的な相互依存関係は科学的

事実の認識の段階にとどまっている。 この科学的

事実は、従来は海洋法、国際河川法の枠組でそれ

ぞれの固有の原理・原則に基づいて扱われてきた

海洋汚染の問題や国際河川の汚染問題などの国際

環境法を構成するとされる諸問題が、なぜ環境損

害の問題として法的に同視できるのか、という疑

問には答えていない。国際環境法の概念は、多種

多様な環境問題に関する国際法群を収集し、それ

らの国際法群にわたる体系的な秩序を想定しつつ、

その一般原則や目的を抽出・整理することで誕生

した。 ただし、少なくともその創生期においては、

その体系化の基礎は十分に明確化されておらず、

いわば環境の概念がブラックボックスとされたま

ま、国際環境法の形成が進められたのである。

五おわりに

以上、検討してきたように、国際環境法は環境

の概念とともにストックホルム宣言前後の時期に

国際法の世界に出現した。 この国際環境法は、従

来の環境に関する国際法群を一体の国際環境法と

して体系的に捉えなおし、共通の原則を持つ、あ

るいは持つべきものとされた。 しかし、十分な法

的検討を欠き、科学的事実の域を出ない「環境」

の概念は、 多種多様な目的、理論に基づいて構成

された国際法群を国際環境法という一つの法体系

として構成しなおす基礎として十分なものではな

かった。ス トッ クホルム宣言も、（人間）環境の

概念を提示し、環境の概念を国際法の世界に導入

する契機を与えたが、その具体的内容 ・ 位置付け

は明確ではなかった。少なくともその誕生の時点

において、一つの法領域としての国際環境法の基

礎は脆弱であると言わざるを得なかった。

国際環境法と環境の概念の誕生後、確かに実際

の環境問題に関係する国際法にも変化が生じてい

る 。 例えは、国家責任条文草案第一読の 19 条は、

国家による国際犯罪が生じる重要な類型のーっと

して、 「大気または海洋の大量汚染の禁止の義務

のように、人間環境の保護及び保全のために不可

欠の重要性をもっ国際義務の重大な違反」を挙げ

ていた。 これは「人間環境」の保護 ・ 保全が同条

2項の定める「国際共同体の根本利益」のーっと

しての法的地位を持つことを明示しており、国際

環境法の基礎としての「環境」概念の発展にも少

なくない影響を与えうる内容である。 ただし、そ

の後採択された条文草案では、国家による国際犯

罪の概念の消滅と共に、 「人間環境」に関する規

定も消滅してしまった。

また、環境に関する条約においても、単にストッ

クホルム宣言を境と して環境に関連する条約が増

加したという現象にとどまらない変化が生じてい

る。 例えば、世界遺産条約のような自然そのもの

に普遍的価値を認めて保護対象とする条約が出現

したほか、従来から国際法の規律対象となってい

た、海洋汚染に関する分野などの条約においても、

国際環境法の誕生以前とは明らかな変化が具体的

内容に生じている。 1973 年に成立した海洋汚染

防止条約（MARPOL条約〉 では、前文で「人間

の環境、 特に海洋環境を保護する必要があること」

が掲げられ、また、国連海洋法条約の第 12 部で

は、同部の最も基本的な義務として国家に海洋環

境を保護し保全する義務が課されているなど

(192 条）、環境そのものを国際法の保護対象とす

る規定が挿入されている。
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このように「環境」が保護すべき対象と規定さ

れたこと自体は当然一定の積極的な意味を持つ。

しかし、これらの規定における環境の概念は具体

的に定義されておらず、その地位についても、海

洋法条約 193 条ではストックホルム宣言と同様に、

天然資源を開発する国家の主権的権利が平行して

定められているなど明確にはなっていなし、。 さら

に環境の保護を具体的に規定すべき実際の規定は、

事実上、従来の海洋法から発展してきた船舶起因

汚染に対する規定が実質的な中心を占めており 2日、

抽象的な環境保護の一般的義務のみが付け加えら

れたに過ぎないともいえる内容にな っ ている。 こ

の海洋法条約の例は一例に過ぎないが、 具体的に

国際環境法を構成する個々の規範が持つ問題点を

示唆している可能性もある。

本稿は国際環境法の誕生の側而について検討を

行ったものであり、その後の国際環境法の展開 ・

発展の分析が今後の課題として残ったため、以下

のことは限定的な指摘にとどまらざるを得ないが、

ここで、国際環境法の捉え方をめぐる現在の学説

の相違は、国際環境法がその誕生時に内包してい

た理論上の基本的課題の現状について、示唆を与

えているとも考えられる。 すなわち、国際環境法

の基本的脆弱性に対して学説の側からの補完を試

みたのが Kiss and Shelton や Hohmann などの

学説であり、現状をそのまま明らかにしたのが

Birnie and Boy le などの学説であると考えられ

る 。 Kiss and Shelton や Hohmann などの国際

環境法理論は、生態系的関係、 生物圏として捉え

られる 「環境」 を目的あるいは法益と捉え、基本

原則として防止の原則や予防原則を導き、その下

で国際環境法の規範群を体系付けている。これに

対し Birnie and Boyle らの国際環境法像は、実

際の環境に関する国際法群が Kiss and Shelton 

らが説く構成を為していないことを指摘している

と考えられるだろう 。

このような国際環境法に対し、現在の学説はさ

らなる発展の試みを行っている。 その一つの方向

性は、国際環境法とされる国際法群を、例えは

「地球環境」の概念などのように260、内容的に共

通の性格を持ち同種の問題と捉えられる一定の類

型へ整理を行って、その類型それぞれで体系化を

行う方法である 261o Wolfrum は国際環境法を、

環境に対する越境損害の禁止、共有天然資源の利

用と保存、国家管轄権外の領域の利用と保存、地

球環境問題の類型に分類し、その目的、 規律の方

法の相違を明らかにしている 262

また、 Versch u uren などのように加、 「持続可

能な開発J の概念を国際環境法の基本原則に据え

て国際環境法を捉えなおす学説もある。「持続可

能な開発」の概念については、国際司法裁判所が

ガブチコヴォ ・ ナジュマ ロ シュ事件の判決で、 当

事国の今後の将来の行動について扱う中で、 「経

済発展を環境保護と調和させる必要性」を意味す

ると言及している加。 既に見たように、ストック

ホルム宣言の段階で 「開発」 と環境の調節こそが

国際法における環境問題の重要な課題であるなら

ば、このような 「持続可能な開発」の概念に合意

される 「開発J と環境の共存 ・ 調節という方向性

は、 国際環境法を理論的に精綴化する上での中心

として捉えることができるとも考えられる 。 しか

し、国際司法裁判所も 「持続可能な開発」 の概念

の法的地位や効果については明らかにしておらず、

学説においてもこの概念は議論 ・ 論争の的となっ

ており 265 、 「持続可能な開発」 は既に確立した法

原則とは言い難い。

本稿では、国際環境法の概念、 理論の誕生に絞っ

て検討を行った。 その後の国際環境法の概念が、

先にわずかに触れた国連海洋法条約など様々な環

境に関する条約の成立、環境と開発に関するリオ

宣言の採択やこの「持続可能な開発」の概念の登

場などさらなる状況の変化の中で、 どのような影

響を受け、 どのような変化を遂げたのか、その中

でストックホルム宣言に示された環境の概念、 資

源開発の主権的権利と環境の保護との均衡関係は、

どのように位置付けなおすことが出来るのか、 な

どの問題の詳細な検討は、今後の課題としたし、。

（本稿は、 平成 18年度および 19 年度科学研究費

補助金 （特別研究員奨励費） による研究成果の一

部である）
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